


目 次

……………………………………………………………１ 秋田市環境基本計画とは １

………………………………………………………………………２ 望ましい環境像 １

………………………………３ 望ましい環境像の実現に向けて（計画の構成） ２

………………………………４ 環境の保全と創造に向けた施策と環境配慮行動 ３

……………………………………………………５ 計画を推進するための仕組み ８

………………………………………………………………………６ 指標の達成状況 ９

……………………………………………………………………７ 施策の取組状況 １３



１ 秋田市環境基本計画とは 

 

(1) 計画策定の背景と目的 

本市では、市民が健康で安全かつ快適な生活を営むことができる恵み豊かな環境

を確保することを目的に、秋田市環境基本条例（以下「環境基本条例」といいま

す。）を平成11（1999）年３月に制定し、環境基本条例の基本理念の実現に向け、

環境施策を総合的かつ計画的に推進するため、秋田市環境基本計画（以下「本計 

画」といいます。）を平成13（2001）年３月に策定し、おおむね５年ごとに改定を

行いながら、環境の保全および創造に関する施策を推進してきました。 

本計画は、平成24（2012）年３月の計画改定から５年以上が経過し、環境を取り

巻く状況の変化に対応するため、また先人から受け継いだ恵まれた環境を将来へ引

き継いでいくため、平成29（2017）年10月に改定しました。 

 

(2) 計画の期間 

環境問題への対応は、長期的視点に基づいた継続的な取組が必要であることか 

ら、計画の期間を平成30（2018）年度から令和９（2027）年度までの10年間としま

す。 

なお、環境に関する基礎的条件や社会経済情勢等の変化が生じた場合には、必要

に応じて見直しを行うこととします。 

 

(3) 計画の推進主体 

本計画の推進主体は、市、事業者および市

民とします。 

本計画に基づく施策を効果的に推進するため

に、市、事業者および市民が相互に連携し、そ

れぞれの役割を果たすとともに、協働による取

組を推進するものとします。 

なお、市民は、市内に住んでいる人や市民団

体はもちろんのこと、市内で働き、学ぶ人々、

市内を訪れる人々も含みます。 

また、事業者は、市内で事業活動を行う事業

者や事業者団体、公益法人、ＮＰＯなど事業活

動を行う法人を含みます。 

 

２ 望ましい環境像 

 

本計画で掲げる望ましい環境像は、環境基本条例の規定の趣旨を踏まえ、“人にも

地球にもやさしいあきた”とします。  

協働 

市 

市 民 事業者 

●計画の推進主体 
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３ 望ましい環境像の実現に向けて（計画の構成） 

 

望ましい環境像の実現に向けて、５つの基本目標を設定し、各基本目標ごとに取り

組んでいく「環境の保全および創造に向けた施策」を設定します。 

また、施策の横断的な推進を図る「分野横断的取組」を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

環境の保全および創造に向けた施策 

基本目標１ 

地球温暖化対策の推進 

持続可能なエネルギー利用
への転換 

基本目標２ 

廃棄物の発生抑制・再使用
と資源の好循環 

廃棄物の適正処理の推進 

基本目標３ 

大気環境の保全 

水環境の保全 

その他の生活環境の保全 

基本目標４ 

自然環境の保全と活用 

自然とのふれあいの促進 

生物多様性の保全 

基本目標５ 

環境教育・環境学習の推進 

自主的な環境保全活動の促
進と協働による取組の推進 

地域に根ざした環境共生ス
タイルの推進 

 

分野横断的取組 
 

Ⅰ 家族と地域のつながりを深め

る、協働による環境保全活動の 

活性化 

 

Ⅱ 環境対策と経済活動の好循環

を両立する環境産業の振興 

 

Ⅲ 美しく多様性に富んだ自然を

活かした魅力の継承と発信 

 

Ⅳ 低炭素型のコンパクトなまち

づくり 

環
境
施
策
の
横
断
的
な
推
進 

 望ましい環境像 

人にも地球にもやさしいあきた 

望ましい環境像を支える５つの基本目標 
基本目標１ 恵まれたあきたの資源・エネルギーをいかした便利で活力ある暮

らしの実現 

基本目標２ ３Ｒの推進と資源の好循環に基づく持続可能な地域社会の構築に 

よる快適な暮らしの実現 

基本目標３ 穏やかで心地よい環境によって支えられる安全な暮らしの実現 

基本目標４ あきたらしい自然に包まれ、人と自然が調和した心豊かな暮らし

の実現 

基本目標５ あらゆる主体が協働で環境保全活動に取り組むことで、地域環境

が整備された、人にも地球にもやさしい暮らしの実現 

2



４ 環境の保全と創造に向けた施策と環境配慮行動 
  

基本目標１ 

 

 

 

 

日常生活や事業活動に伴う環境

への負荷を低減し、地域資源やエ

ネルギーの循環的・効率的な利活

用が図られる低炭素に配慮した社

会の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

(1) 地球温暖化対策の推進 

温室効果ガスの排出を抑えた、住みよいまちづくりを

進めます。 

○ 施策１ 温室効果ガスの排出抑制 

○ 施策２ 温室効果ガスの吸収源対策 

○ 施策３ 低炭素型都市の実現 

 

(2) 持続可能なエネルギー利用への転換 

環境に配慮した、持続可能なエネルギー利用への転換

を進めるとともに、環境と経済が一体となって向上する

まちづくりを進めます。 

○ 施策１ 再生可能エネルギーの創出（創エネ） 

○ 施策２ 省エネルギーの推進（省エネ） 

○ 施策３ 環境への負荷の少ない心豊かな暮らし方 

   への転換（ライフスタイルの変革） 

  

市民の主な環境配慮行動 

□ エアコンやテレビ、

照明などの家電製品の

節電に努めましょう。 

□ 冷暖房温度の設定を

適正にし、クールビズ

・ウォームビズに取り

組みましょう。 

□ 家電製品を購入する

ときは、省エネ製品を

選択しましょう。 

 

恵まれたあきたの資源・エネルギーをいかした 

便利で活力ある暮らしの実現 

事業者の主な環境配慮行動 

□ 照明のこまめな消灯

や照度管理などを行い、

節電に努めましょう。 

□ 照明を取り替えると

きは、ＬＥＤ照明を選

択しましょう。 
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基本目標２ 

 

 

 

 

市、事業者および市民が適切な

役割分担の下、環境への負荷の低

減に協働で取り組むとともに、

「もったいない」と思う心を育み、

ごみの減量や資源の有効活用等に

ついて、自ら考え、行動する意識

を醸成することで、将来にわたっ

て快適に生活できる社会の実現を

目指します。 

 

 

 

 

 

 

(1) 廃棄物の発生抑制・再使用と資源の好循環 

循環型社会の構築を目指し、廃棄物の発生抑制・再使

用と効率よい資源循環を進め、協働で取り組みます。 

○ 施策１ 廃棄物の発生抑制・再使用 

○ 施策２ 資源の高度利用と有効活用による循環型 

処理システムの構築 

 

(2) 廃棄物の適正処理の推進 

廃棄物の適正な排出、収集、運搬および処分を進めま

す。 

○ 施策１ 廃棄物の適正処理の確保 

○ 施策２ 廃棄物処理施設の計画的な整備 

  

３Ｒの推進と資源の好循環に基づく 

持続可能な地域社会の構築による快適な暮らしの実現 

市民の主な環境配慮行動 

□ 再使用や再生利用に

協力し、日常生活にお

けるごみの減量に努め

ましょう。 

□ 計画的に、必要なも

のを必要な分だけ、買

うように努めましょう。

 

事業者の主な環境配慮行動 

□ 事業活動における再

使用および再生利用を

推進し、廃棄物の排出

抑制に努めましょう。 

□ 事業活動から出てく

る廃棄物は、適正に分

別排出しましょう。 
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基本目標３ 

 

 

 

 
日常生活や事業活動に伴って発

生する環境への負荷を低減し、市

民が健康で安全に暮らせる生活環

境が確保される社会の実現を目指

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 大気環境の保全 

澄みわたった空、さわやかな大気環境を守ります。 

○ 施策１ 固定発生源対策の推進 

○ 施策２ 移動発生源対策の推進 

○ 施策３ 越境汚染の監視 

 

(2) 水環境の保全 

清らかで豊かな水環境を守ります。 

○ 施策１ 水質汚濁防止対策の推進 

○ 施策２ 生活排水対策の推進 

○ 施策３ 水資源の保全と有効利用 

 

(3) その他の生活環境の保全 

健やかでやすらぎのある生活環境を守り、安全に暮ら

せる環境づくりを進めます。 

○ 施策１ 騒音、振動、悪臭等の対策の推進 

○ 施策２ 廃棄物の不適正処理の未然防止 

  

穏やかで心地よい環境によって支えられる 

安全な暮らしの実現 

市民の主な環境配慮行動 

□ 徒歩又は自転車の利

用、公共交通機関の利

用など、自動車の使用

をできるだけ控えるよ

うに努めましょう。 

□ 日常生活における水

の有効利用と節水に努

めましょう。 

事業者の主な環境配慮行動 

□ 毎月第４金曜日の秋

田市ノーマイカーデー

に参加しましょう。 

□ 次世代自動車や燃費

の良い車など、環境へ

の負荷の少ない車の導

入に努めましょう。 
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基本目標４  

 

 

 

 

美しく多様性に富んだ秋田市の

自然は、次世代に継承すべき市民

共有の財産といえます。自然の恵

みを活用し、地域の活性化につな

げていくとともに、自然からの恵

みを持続的に享受できるよう、多

様な自然環境を保全し、人と自然

がふれあう、自然共生社会の実現

を目指します。 

 

 

 

 

 

(1) 自然環境の保全と活用 

多様な自然環境を保全し、適切な利活用を進めます。 

○ 施策１ 豊かな緑の確保 

○ 施策２ 自然が有する多面的機能の有効活用 

 

(2) 自然とのふれあいの促進 

先人から受け継いだ歴史・文化と、豊かな自然環境が

調和したまちづくりを進めます。 

○ 施策１ 自然とふれあう場・機会づくりの確保 

○ 施策２ 都市景観の形成・保全 

○ 施策３ 自然と歴史的・文化的環境との調和 

 

(3) 生物多様性の保全 

生物多様性に配慮した地域環境を保全するとともに、

自然と共生した社会を実現します。 

○ 施策１ 生物多様性の状況の把握 

○ 施策２ 希少種の保全や外来生物等への対策  

あきたらしい自然に包まれ、 

人と自然が調和した心豊かな暮らしの実現 

市民の主な環境配慮行動 

□ 四季の自然の変化を

楽しんだり、身近な動

植物に目を向けたりし

て、自然環境に親しみ

ましょう。 

□ ごみのポイ捨てをし

ないなど、自然環境を

守るためのマナーを守

りましょう。 

事業者の主な環境配慮行動 

□ 地場産の食材を活用

し、地産地消や伝統的

な食文化の継承に協力

しましょう。 

□ 環境保全型農業の推

進に努めましょう。 
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基本目標５  

 

 

 

 

事業者および市民による自発的

かつ積極的な行動・参加を支えて

いくため、環境情報の提供および

環境教育・環境学習を推進してい

くとともに、環境の保全および創

造に向けて、市、事業者および市

民のそれぞれが自らのライフスタ

イルを変革し、協働による環境保

全活動の実践を進めていく社会の

実現を目指します。 

 

 

 

 

(1) 環境教育・環境学習の推進 

環境教育・環境学習を通じて人材を育成するとともに、

誰もが意欲的に環境の保全と創造に取り組んでいく仕組

みづくりを進めます。 

○ 施策１ 環境学習プログラムの整備と機会の充実 

○ 施策２ 情報の収集と提供 

 

(2) 自主的な環境保全活動の促進と協働による取組の推進 

市、事業者および市民による環境保全活動を支援・促

進するとともに、協働により取り組む社会を実現します。 

○ 施策１ 環境に配慮した自主的な活動の促進 

○ 施策２ 連携した各主体の協働による環境全活動 

の推進 

 

(3) 地域に根ざした環境共生スタイルの推進 

地域の資源を効果的に活用することで、環境と共生す

る心豊かな暮らし方を実現します。 

○ 施策１ 地域の環境特性をいかした魅力の発信  

あらゆる主体が協働で環境保全活動に取り組むことで、地域環境

が整備された、人にも地球にもやさしい暮らしの実現 

市民の主な環境配慮行動 

□ 「あきた次世代エネ

ルギーパーク」や自然

学習施設などに行って、

楽しみながら環境につ

いて学びましょう。 

□ 市や市民団体などが

行う環境保全活動、環

境教育・環境学習活動

に参加しましょう。 

事業者の主な環境配慮行動 

□ 環境保全のための担

当部署を設置するな

ど、環境管理体制を整

備しましょう。 
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分野横断的取組 

各基本目標における施策を横断的に推進していくため、環境の保全および創造に向け

た４つの分野横断的取組を設定します。 

 

４つの分野横断的取組 

Ⅰ 地域のつながりを深める、協働による環境保全活動の活性化 

○ 地域での課題解決に向けた環境保全活動の活発化 

○ 協働による環境保全活動を支える様々な支援 

Ⅱ 環境対策と経済活動の好循環を両立する環境産業の振興 

○ 自然資源、再生可能エネルギーの利活用の促進 

○ 環境関連産業の育成支援 

Ⅲ 美しく多様性に富んだ自然をいかした魅力の継承と発信 

○ 自然を体験・観光する機会の提供 

○ 自然と調和する美しいまちの魅力のＰＲ 

Ⅳ 低炭素型のコンパクトなまちづくり 

○ 低炭素型の都市構造への転換促進 

○ 低炭素社会の構築に向けた啓発と情報発信 

 

 

 

５ 計画を推進するための仕組み 

 

(1) 計画の進行管理 

本計画に掲げる施策を着実に推進していくために、環境マネジメントシステムの

考え方である計画（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）、点検・評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善

・見直し（Ａｃｔ）というＰＤＣＡサイクルに基づき、本計画の進行管理を行いま

す。 

 

(2) 年次報告書の作成・公表 

本市の環境の状況、市が講じた環境施策の実施状況等を明らかにするため、環境

基本条例第10条の規定に基づき、本計画の施策・事業の進捗管理や目標達成状況な

どを取りまとめた年次報告書を作成し、公表します。 
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６ 指標の達成状況 

 

  平成30年度における目標値の設定のある項目の評価結果は、31項目のうち、13項目

（41.9％）で目標の達成となりました。 

    目標の達成には至らないが、数値が改善している項目が７項目、横ばいの項目が７

項目あり、目標達成に向けてさらなる取組の推進が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境分野 
評 価 

◎ ↑ → ↓ できない 

１ 低炭素社会の構築  2    

２ 循環型社会の構築 1 3    

３ 安全な生活環境の確保 11  4 1  

４ 自然共生社会の構築 1  2  2 

５ 協働による環境保全の取組  2 1 1  

  

評 価 指標数 

◎ 目標を達成している。   13 

↑ 前年度比で数値が改善している。    7 

→ 前年度比で数値が横ばいである。    7 

↓ 前年度比で数値が悪化した。    2 

  評価できない。    2 
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）

（
平
成
1
7
年
度
比
3
.
2
%
増
、
対
前
年
度
比
で
4
.
2
%
減
）

↑
⇒
1
0
％
削
減

持
続
可
能
な
エ
住
宅
用
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
設
置
延
べ
件
数

令
和
２
年
度

1
,
8
1
4
件

環
境
総
務
課

ネ
ル
ギ
ー
利
用

⇒
2
,
4
1
4
件

↑
へ
の
転
換

２
循
環
型
社
会
の
廃
棄
物
の
発
生
秋
田
市
一
般
廃
棄
物
処
理
基
本
計
画
の
数
値
目
標
の
達
成

令
和
７
年
度

5
0
5
g
/
人
・
日

環
境
都
市
推

構
築

抑
制
・
再
使
用
市
民
一
人
1
日
当
た
り
の
家
庭
系
ご
み
排
出
量

↑
進
課

と
資
源
の
好
循
（
資
源
化
物
を
除
く
。
）

環
⇒
約
4
8
0
ｇ

秋
田
市
一
般
廃
棄
物
処
理
基
本
計
画
の
数
値
目
標
の
達
成

令
和
７
年
度

4
2
,
9
2
1
ｔ

環
境
都
市
推

事
業
系
ご
み
排
出
量

↑
進
課

⇒
約
4
1
,
0
0
0
ｔ

秋
田
市
一
般
廃
棄
物
処
理
基
本
計
画
の
数
値
目
標
の
達
成

令
和
７
年
度

3
0
.
9
％

環
境
都
市
推

リ
サ
イ
ク
ル
率

↑
進
課

⇒
約
3
8
％

廃
棄
物
の
適
正
秋
田
市
一
般
廃
棄
物
処
理
基
本
計
画
の
取
組
指
標

令
和
７
年
度

2
,
8
0
3
ｔ

環
境
都
市
推

処
理
の
推
進

最
終
処
分
場
へ
の
埋
立
量
（
平
成
2
5
年
度
（
3
,
3
7
5
ｔ
）
比
）

◎
進
課

⇒
約
1
0
％
削
減

３
安
全
な
生
活
環
大
気
環
境
の
保
大
気
汚
染
に
係
る
環
境
基
準
の
達
成

大
気
環
境
基
準
を
概
ね
達
成
し
て
い
た
が
、
一
部
達
成
で
き
な
か
っ
た
。

環
境
保
全
課

境
の
確
保

全
（
二
酸
化
硫
黄
、
一
酸
化
炭
素
、
浮
遊
粒
子
状
物
質
、
二

・
二
酸
化
硫
黄

1
日
平
均
値
の
2
％
除
外
値
0
.
0
0
3
p
p
m

→
酸
化
窒
素
、
光
化
学
オ
キ
シ
ダ
ン
ト
お
よ
び
微
小
粒
子
状

・
一
酸
化
炭
素

1
日
平
均
値
の
2
％
除
外
値
0
.
5
p
p
m

物
質
）

・
浮
遊
粒
子
状
物
質
1
日
平
均
値
の
年
間
2
％
除
外
値
0
.
0
3
9
m
g
/
㎥

・
二
酸
化
窒
素

1
日
平
均
値
の
年
間
9
8
％
値
0
.
0
1
3
p
p
m

・
光
化
学
オ
キ
シ
ダ
ン
ト
１
時
間
値
の
最
高
値
0
.
0
9
6
p
p
m

年
平
均
値
0
.
0
3
6
p
p
m

・
微
小
粒
子
状
物
質
1
年
平
均
値
1
1
.
6
μ
g
/
㎥

1
日
平
均
値
の
年
間
9
8
%
値
3
1
.
4
μ
g
/
㎥

有
害
大
気
汚
染
物
質
に
係
る
環
境
基
準
の
達
成

大
気
環
境
基
準
を
達
成
し
て
い
た
。

環
境
保
全
課

（
ベ
ン
ゼ
ン
、
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
、
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ

・
ベ
ン
ゼ
ン

年
平
均
値
0
.
0
0
0
9
3
m
g
/
㎥

◎
エ
チ
レ
ン
、
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン
）

・
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

年
平
均
値
0
.
0
0
0
0
3
6
m
g
/
㎥

・
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

年
平
均
値
0
.
0
0
0
0
3
3
m
g
/
㎥

・
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

年
平
均
値
0
.
0
0
0
7
6
m
g
/
㎥

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
に
係
る
環
境
基
準
の
達
成

年
平
均
値
0
.
0
1
2
p
g
-
T
E
Q
/
㎥
で
あ
り
、
環
境
基
準
を
達
成
し
て
い
た
。

環
境
保
全
課

◎
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環
境
分
野

環
境
項
目

指
標

目
標
年
度

平
成
3
0
年
度
の
実
績
値

評
価

課
所
室

水
環
境
の
保
全
人
の
健
康
の
保
護
に
関
す
る
環
境
基
準
の
達
成

1
6
河
川
2
5
地
点
で
調
査
を
行
い
、
す
べ
て
に
お
い
て
環
境
基
準
を
達
成

環
境
保
全
課

（
カ
ド
ミ
ウ
ム
等
2
7
項
目
）

し
て
い
た
。

◎

生
活
環
境
の
保
全
に
関
す
る
環
境
基
準
の
達
成

2
2
河
川
3
4
地
点
で
調
査
を
行
い
、
大
腸
菌
群
数
が
2
6
地
点
で
環
境
基
準

環
境
保
全
課

（
p
H
等
5
項
目
）

を
達
成
で
き
な
か
っ
た
。

↓

河
川
の
Ｂ
Ｏ
Ｄ
に
係
る
環
境
基
準
の
達
成

2
2
河
川
3
4
地
点
で
調
査
を
行
い
、
す
べ
て
の
地
点
に
お
い
て
環
境
基
準

環
境
保
全
課

を
達
成
し
て
い
た
。

◎

海
域
の
Ｃ
Ｏ
Ｄ
に
係
る
環
境
基
準
の
達
成

7
地
点
で
調
査
を
行
い
、
す
べ
て
に
お
い
て
環
境
基
準
を
達
成
し
て
い
た
。

環
境
保
全
課

◎

湖
沼
の
Ｃ
Ｏ
Ｄ
に
係
る
環
境
基
準
の
達
成

4
地
点
で
調
査
を
行
い
、
2
地
点
で
環
境
基
準
を
達
成
で
き
な
か
っ
た
。

環
境
保
全
課

→

地
下
水
に
係
る
環
境
基
準
の
達
成

平
成
元
年
度
か
ら
市
域
を
1
k
m
メ
ッ
シ
ュ
で
区
切
り
、
5
年
間
で
1
巡
す
る

環
境
保
全
課

地
下
水
質
測
定
計
画
を
定
め
、
地
下
水
質
調
査
を
行
っ
て
い
る
。
平
成
3
0
◎

年
度
は
、
市
内
1
6
か
所
の
井
戸
で
調
査
を
行
い
、
調
査
し
た
井
戸
で
環
境

基
準
を
達
成
し
た
。

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
に
係
る
環
境
基
準
の
達
成

河
川
2
地
点
、
海
域
1
地
点
で
調
査
を
行
い
、
す
べ
て
の
地
点
で
環
境
基

環
境
保
全
課

準
を
達
成
し
た
。

◎
・
河
川

最
低
値
0
.
0
5
3
p
g
-
T
E
Q
/
L
、
最
高
値
0
.
4
6
p
g
-
T
E
Q
/
L
、

平
均
値
0
.
2
6
p
g
-
T
E
Q
/
L

・
海
域

0
.
0
4
1
p
g
-
T
E
Q
/
L

水
質
汚
濁
事
故
件
数
（
平
成
2
7
年
度
（
3
0
件
）
比
）

令
和
９
年
度

事
故
件
数
3
0
件

環
境
保
全
課

⇒
5
0
％
削
減

（
経
年
で
見
た
場
合
に
お
い
て
増
加
、
減
少
と
い
っ
た
一
定
の
傾
向
は

→
特
に
見
ら
れ
な
い
。
）

そ
の
他
の
生
活
騒
音
に
係
る
環
境
基
準
（
住
宅
地
等
の
一
般
環
境
）
の
達

一
般
環
境
に
お
け
る
昼
間
お
よ
び
夜
間
の
騒
音
調
査
を
市
内
5
か
所
で
行

環
境
保
全
課

環
境
の
保
全

成
い
、
す
べ
て
の
時
間
区
分
で
環
境
基
準
を
達
成
し
て
い
た
。

◎
・
一
般
環
境
騒
音
調
査

5
地
点
2
4
時
間
連
続

・
環
境
基
準
適
合
率

昼
1
0
0
%
、
夜
1
0
0
%

自
動
車
騒
音
に
係
る
要
請
限
度
の
達
成

主
要
幹
線
道
路
沿
い
の
1
7
か
所
で
昼
間
お
よ
び
夜
間
の
自
動
車
騒
音
調

環
境
保
全
課

査
を
行
い
、
全
調
査
箇
所
、
全
時
間
帯
で
要
請
限
度
を
下
回
っ
た
。

◎

道
路
交
通
振
動
に
係
る
要
請
限
度
の
達
成

主
要
幹
線
道
路
沿
い
の
1
0
か
所
で
昼
間
お
よ
び
夜
間
の
交
通
振
動
調
査

環
境
保
全
課

を
行
い
、
全
調
査
箇
所
、
全
時
間
帯
で
要
請
限
度
を
下
回
っ
て
お
り
、
人

◎
体
に
感
じ
な
い
レ
ベ
ル
で
あ
っ
た
。
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環
境
分
野

環
境
項
目

指
標

目
標
年
度

平
成
3
0
年
度
の
実
績
値

評
価

課
所
室

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
に
よ
る
土
壌
の
汚
染
に
係
る
環
境
基
準

公
共
用
地
を
中
心
と
し
た
一
般
箇
所
3
か
所
、
発
生
源
周
辺
3
か
所
で
調

環
境
保
全
課

の
達
成

査
を
行
い
、
す
べ
て
の
地
点
で
環
境
基
準
を
達
成
し
て
い
た
。

◎
・
一
般
環
境

最
低
値
0
.
0
2
4
p
g
-
T
E
Q
/
L
、
最
高
値
0
.
0
3
3
p
g
-
T
E
Q
/
L

平
均
値
0
.
0
2
9
p
g
-
T
E
Q
/
L

・
発
生
源
周
辺
最
低
値
0
.
0
8
8
p
g
-
T
E
Q
/
L
、
最
高
値
5
.
3
p
g
-
T
E
Q
/
L

平
均
値
2
.
7
p
g
-
T
E
Q
/
L

悪
臭
に
係
る
苦
情
件
数
（
平
成
2
7
年
度
（
1
4
件
）
比
）

令
和
９
年
度

苦
情
件
数
2
1
件

環
境
保
全
課

⇒
5
0
％
削
減

→

４
自
然
共
生
社
会
自
然
環
境
の
保
市
域
の
緑
地
等
（
農
用
地
、
森
林
、
原
野
、
水
面
・
河
川
令
和
２
年
度

8
3
.
3
％

都
市
計
画
課

の
構
築

全
と
活
用

・
水
路
）
の
割
合

→
⇒
8
3
.
6
％

市
街
化
区
域
内
に
お
け
る
緑
地
面
積

令
和
９
年
度

1
,
8
5
4
h
a

公
園
課

⇒
1
,
8
7
7
h
a

→

自
然
と
の
ふ
れ
市
が
実
施
又
は
支
援
す
る
自
然
環
境
体
験
活
動
等
の
延
べ
令
和
９
年
度

1
,
0
1
8
人

環
境
総
務
課

あ
い
の
促
進

参
加
者
数
（
年
間
）

（
環
境
教
室
1
1
2
人
、
自
然
環
境
体
験
活
動
促
進
事
業
9
0
6
人
）

◎
⇒
1
,
0
0
0
人

生
物
多
様
性
の
生
物
多
様
性
地
域
戦
略
の
策
定

令
和
９
年
度

未
策
定

保
全

ホ
タ
ル
マ
ッ
プ
作
成
時
の
ホ
タ
ル
生
息
状
況
調
査
の
報
告

5
年
ご
と
の
調
査
で
、
平
成
3
0
年
度
は
実
績
な
し

件
数 ⇒
1
,
5
0
0
件

５
協
働
に
よ
る
環
環
境
教
育
・
環
市
が
実
施
す
る
環
境
学
習
講
座
の
開
催
回
数
お
よ
び
参
加
令
和
９
年
度

3
0
回
、
1
,
4
3
4
人

環
境
総
務
課

境
保
全
の
取
組
境
学
習
の
推
進
者
数
（
年
間
）

↑
⇒
8
0
回
、
2
,
8
0
0
人

自
主
的
な
環
境
自
然
環
境
保
全
市
民
活
動
計
画
の
認
定
団
体
数

令
和
９
年
度

5
団
体

環
境
総
務
課

保
全
活
動
の
促

⇒
1
0
団
体

→
進
と
協
働
に
よ

る
取
組
の
推
進
全
市
一
斉
清
掃
の
町
内
会
の
参
加
率

令
和
９
年
度

6
1
.
1
％

環
境
総
務
課

⇒
7
5
％

↑

地
域
に
根
ざ
し
「
あ
き
た
次
世
代
エ
ネ
ル
ギ
ー
パ
ー
ク
」
の
見
学
者
数
（
年
令
和
９
年
度

1
,
0
0
8
人

環
境
総
務
課

た
環
境
共
生
ス
間
）

↓
タ
イ
ル
の
推
進

⇒
1
,
4
0
0
人
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７ 施策の取組状況 

 

  平成30年度における各施策の取組等は、144項目に対して、208の取組等が行われて

いました。 

  今後も引き続き、市、事業者および市民が協働して、環境に配慮した取組等を進め

ていきます。 

 

環境分野・項目 施策の方向 項目数 取組等 

環境分野１ 低炭素社会の構築   

 ア 地球温暖化対策

の推進 

施策１ 温室効果ガスの排出抑制   8   11 

施策２ 温室効果ガスの吸収源対策    4    6 

施策３ 低炭素型都市の実現    3    7 

イ 持続可能なエネ

ルギー利用への転

換 

施策１ 再生可能エネルギーの創出（創エネ）    5    5 

施策２ 省エネルギーの推進（省エネ）    3    4 

施策３ 環境への負荷の少ない心豊かな暮らし方

への転換（ライフスタイルの変革） 
   2    3 

環境分野２ 循環型社会の構築   

 ア 廃棄物の発生抑

制・再使用と資源

の好循環 

施策１ 廃棄物の発生抑制・再使用    4    4 

施策２ 資源の高度利用と有効活用による循環型

処理システムの構築 
   7    7 

イ 廃棄物の適正処

理の推進 

施策１ 廃棄物の適正処理の確保    3     3 

施策２ 廃棄物処理施設の計画的な整備    2    4 

環境分野３ 安全な生活環境の確保   

 ア 大気環境の保全 施策１ 固定発生源対策の推進    7    7 

施策２ 移動発生源対策の推進    4   10 

施策３ 越境汚染の監視    1    1 

イ 水環境の保全 施策１ 水質汚濁防止対策の推進   10   12 

施策２ 生活排水対策の推進    3    5 

施策３ 水資源の保全と有効利用    3    3 

ウ その他の生活環

境の保全 

施策１ 騒音、振動、悪臭等の対策の推進   12   19 

施策２ 廃棄物の不適正処理の未然防止    2    2 
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環境分野・項目 施策の方向 項目数 取組等 

環境分野４ 自然共生社会の構築  

 ア 自然環境の保全

と活用 

施策１ 豊かな緑の確保    7    8 

施策２ 自然が有する多面的機能の有効活用    9    9 

イ 自然とのふれあ

いの促進 

施策１ 自然とふれあう場・機会づくりの確保    4    6 

施策２ 都市景観の形成・保全    2    2 

施策３ 自然と歴史的・文化的環境との調和    4   12 

ウ 生物多様性の保    

全 

施策１ 生物多様性の状況の把握    6    9 

施策２ 希少種の保全や外来生物等への対策    3    6 

環境分野５ 協働による環境保全の取組   

 ア 環境教育・環境

学習の推進 

施策１ 環境学習プログラムの整備と機会の充実    7   11 

施策２ 情報の収集と提供    4    4 

イ 自主的な環境保

全活動の促進と協

働による取組の推

進 

施策１ 環境に配慮した自主的な活動の促進    6    7 

施策２ 連携した各主体の協働による環境保全活

動の推進    5   17 

ウ 地域に根ざした

環境共生スタイル

の推進 

施策１ 地域の環境特性をいかした魅力の発信    4    4 

計  144   208 
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(1) 環境分野１ 低炭素社会の構築

基本目標１ 恵まれたあきたの資源・エネルギーをいかした便利で活力ある暮らしの実現

ア 地球温暖化対策の推進

施策１ 温室効果ガスの排出抑制

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 市域からの温室効果ガスの排 Ⅳ 地球温暖化対 市民向け地球温暖化対策講演会（2回） 環境総務課

出削減目標に向けて、家庭・事 策実行計画の ・参加者延べ 90人

業所等における地球温暖化対策 推進

についての啓発や情報提供を行

います。

② 市の事務事業から排出される エコあきた行 エコあきた行動計画に基づき、市の事務事業に伴 環境総務課

温室効果ガス削減の目標を立 動計画 う温室効果ガス排出量の削減に努めた。

て、継続的に地球温暖化対策に ・平成30年度の排出量 102,909t-CO２

取り組みます。 （平成25年度比 20.6％削減）

③ 二酸化炭素以外の温室効果ガ 地球温暖化対 地球温暖化対策実行計画に基づき、市域の温室効 環境総務課

ス（メタン、一酸化二窒素およ 策実行計画の 果ガス排出量の削減に努めた。

びフロン類）の排出抑制に向け 推進 平成27年度の排出量（CO2換算値）

た対応を行います。 ・メタン 52千t-CO2（平成17年比 14.8%削減）

・一酸化二窒素 109千t-CO2（平成17年比 395%

増加）

・フロン類 35千t-CO2（平成17年比 150%増加）

④ 公用車について、二酸化炭素 次世代低公害 公用車を更新する際に、電気自動車4台およびプ 財産管理活

などの温室効果ガスの排出がよ 車導入事業 ラグインハイブリッド車1台を購入した。 用課

り少ない次世代自動車（電気自

動車、プラグインハイブリッド

自動車、燃料電池自動車、ハイ 低公害車導 特殊車両を除いて算出した低公害車保有率は、平 環境総務課

ブリッド自動車、クリーンディ 入、普及 成29年度末時点では71.7%（205台/286台）であった

ーゼル車など）への代替を推進 が、平成30年度末時点では77.3%（201台/260台）と

します。 上昇している。

⑤ 環境にやさしい運転（エコド エコドライブ エコドライブ講習会を開催した。 環境総務課

ライブ）の普及啓発を行います。 講習会 ・開催日 5月19日(土)

・場 所 秋田県警察運転免許センター

・参加者 20人

⑥ 自転車の利用や、自動車から Ⅳ あきエコどん アクションメニュー「モビリティシフト」により、環境総務課

バスや鉄道などの公共交通機関 どんプロジェ 自転車の利用や自動車から公共交通機関への利用転

への利用転換など、移動に伴う クト 換を促した。

二酸化炭素などの温室効果ガス 秋田市ノーマ スマホ版バス案内サービスのバス情報提供の充 交通政策課

の排出抑制についての啓発を行 イカーデー 実、秋田市ノーマイカーデーによる啓発を行った。

います。

⑦ 環境にやさしい通勤手段への 秋田市ノーマ 毎月第4金曜日をノーマイカーデーとして、庁内 交通政策課

転換を図るため、啓発キャンペ イカーデー 放送や広報により、徒歩や自転車、公共交通機関を

ーンを行います。 利用した通勤への転換を呼びかけた。

平成30年10月実績（重点実施月）

・ノーマイカーデー参加者 357人

・早起き時差出勤参加者 330人

⑧ 輸送に伴う二酸化炭素排出抑 Ⅱ 地産地消推進 地産地消推進店の認定を行った。 産業企画課

制の観点（フードマイレージの Ⅲ 店の認定

低減）から、地場産農産物・地

域特産品の市内流通を促進しま 地産地消推進 秋田駅東西連絡自由通路において直売会を開催し 産業企画課

す。 事業 た。

・秋田駅ぽぽろーど水曜市 12回

15



施策２ 温室効果ガスの吸収源対策

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 二酸化炭素の吸収源対策とし 森林整備地域 林業事業体等による森林情報の収集活動や、森林 農地森林整

て、森林の整備や緑地の保全を 活動支援事業 所有者等による施業実施区域の明確化作業等の地域 備課

図るとともに市街地等の緑化を 活動を支援した。

推進します。 ・森林整備地域活動支援交付金

森林施業に必要な地域活動に対して交付金を

交付

・対象地区 6地区 面積 300ha

道路緑化整備 街路樹の維持管理として、8,971㎡の植樹帯の除 道路維持課

事業 草を実施したほか、1,425本の高木選定ならびにツ

ツジ等の冬囲いを実施するとともに街路樹欠損木の

補植38本、通行の安全確保のため、街路樹根上がり

補修を36か所実施した。なお、本事業の予算確保か

ら事業実施まで、すべて各市民サービスセンターに

おいて実施している。

吸収源対策公 地球温暖化対策の一層の促進を図るため、温室効 公園課

園緑地事業 果ガス吸収源対策に資する公園緑地の再整備を実施

するもので、平成30年度は、牛島西二丁目第二街区

公園および川口街区公園の再整備を実施した。

② 環境マネジメントシステムの 事業者向けの 省エネ説明会を実施した（一部秋田県、あきた省 環境総務課

啓発や事業者による取得支援を 省エネ対策等 エネプラットフォーム共催）。

行います。 に関する説明 ・参加者 156社200人

会

③ 森林の生産性向上と公益的機 森林環境保全 間伐の促進を図るため森林組合等が行う間伐事業 農地森林整

能の向上のため、間伐および間 整備事業 費の一部を助成した。 備課

伐材の一部を木質バイオマスと ・間伐事業費の助成 森林組合数 １団体

して活用することを促進しま （秋田中央森林組合）

す。 ・事業量 17か所 273.28ha

④ 森林施業の集約化や路網整備 林業専用道 第Ⅱ期秋田地区高能率生産団地に係る路網整備と 農地森林整

など効率的かつ安定的な林業経 （規格相当） して、秋田地域振興局森づくり推進課が3路線の整 備課

営の基盤づくりを支援します。 整備事業 備を実施した。

・柳林線 延長818ｍ 幅員3.5ｍ 雄和種沢

・女夫石線 延長660ｍ 幅員3.5ｍ 山内

・松沢線 延長460ｍ 幅員3.5ｍ 太平八田
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施策３ 低炭素型都市の実現

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 集約型都市構造（コンパクト Ⅳ 届出制度の運 コンパクトシティ形成の一環として、各地域の拠 都市計画課

シティ）の実現に向けた市街化 用 点に定めた誘導区域に住宅や施設を緩やかに誘導す

の抑制と土地利用の誘導を行い るため、誘導区域外での住宅や施設の開発・建築行

ます。 為に対する届出制度の運用を行った。

・住宅の届出 29件、施設の届出 7件

② 建築物の環境性能向上を図る Ⅳ 中小企業等省 （一財）省エネルギーセンターの実施する省エネ 環境総務課

ため、省エネルギー化や高断熱 エネ促進事業 ルギー診断により改善提案を受けた事案について、

化についての啓発や情報提供、 省エネ対策費の一部を補助することにより、市域の

取組支援を行います。 温室効果ガス排出量の削減を図った。

・補助金交付件数 47件

CO２削減量 505ｔ-CO２/年

③ 円滑な道路交通を実現するた Ⅳ 道路改良事業 安全で快適な道路環境への改善を図るため、道路 道路建設課

め、交通網の整備を行います。 の拡幅・線形・隅切等の改良を実施した。

地方バス路線 生活バス路線の維持のため、運行維持が困難な赤 交通政策課

維持対策事業 字バス路線への補助を行った。

バス交通総合 郊外部における不採算バス路線の廃止代替交通と 交通政策課

改善事業 して秋田市マイタウン・バス西部線、北部線・笹岡

線、南部線、東部線を継続運行した。

中心市街地循 秋田駅周辺とエリアなかいちで創出された賑わい 交通政策課

環バス運行事 を中心市街地全体に波及させるため、中心市街地循

業 環バスを継続運行した。

泉・外旭川新 泉・外旭川地区への新駅設置に向け、基本設計、 交通政策課

駅（仮称）等 実施設計のほか、新駅整備に支障となる施設の一部

整備事業 について移設を行った。
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イ 持続可能なエネルギー利用への転換

施策１ 再生可能エネルギーの創出（創エネ）

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 太陽光や風力、バイオマスな Ⅱ あきた次世代 市民向け施設見学会などを実施し、新エネルギー 環境総務課

どの再生可能エネルギーへの理 エネルギーパ に対する理解の向上と普及促進を図った。

解を増進するため、「あきた次 ーク ・見学者 59団体 1,008人

世代エネルギーパーク」を活用

し、啓発や情報提供を行います。

② 住宅や事業所での太陽光発電 Ⅱ 再生可能エネ 住宅用太陽光発電システムおよびペレットストー 環境総務課

設備や小型風力発電設備、バイ ルギー導入支 ブの導入に対し、補助を行い再生可能エネルギーの

オマスなどの活用について取組 援事業（スマ 普及を図った。

支援を行います。 ートシティ創 住宅用太陽光発電システム

エネ事業） ・補助件数 137件

・総最大出力 792.48kW

・補助金額 13,235千円

ペレットストーブ

・補助件数 28件

・補助金額 5,552千円

③ 太陽熱や地中熱、小水力、雪 再生可能エネ 秋田県自然エネルギー開発協会や秋田県農業水利 環境総務課

氷冷熱その他の再生可能エネル ルギーの推進 施設活用小水力等発電推進協議会等を通じ、情報収

ギーの活用について調査・研究 集に努めた。

を行います。

④ 廃棄物処理施設において廃棄 廃棄物発電 1、2号溶融炉による発電量 41,152,530kWh 総合環境セ

物の焼却熱を利用した発電を行 平成30年度 売電収入 198,669,048円 ンター

います。 （税込み）

⑤ バイオマスなどの環境関連技 Ⅱ 未利用木質バ 架線系集材システムに対して補助を行った。 環境総務課

術の開発や、環境関連産業の振 イオマス活用 ・補助件数 1機

興に努めます。 支援事業 ・補助金額 7,580千円

施策２ 省エネルギーの推進（省エネ）

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 事業所等での省エネルギー診 Ⅱ 事業者向けの 省エネ説明会を実施した（一部秋田県、あきた省 環境総務課

断や、事業所や店舗等の照明設 省エネ対策等 エネプラットフォーム共催）。

備や空調設備などの高効率化に に関する説明 ・参加者 156社200人

対する情報提供などを行いま 会

す。

② 公共施設の整備に当たって 情報統合管理 情報統合管理基盤の運用継続によるエネルギー使 環境総務課

は、省エネルギー型の設備・機 基盤運用経費 用状況の可視化と、更なる省エネに向けた取組とし

器の率先導入およびエネルギー （スマートシ て、省エネ支援業務の委託を行った。

使用の見える化に努めます。 ティ省エネ事

業）

③ グリーン購入を推進します。 秋田市役所環 年間を通して、エコあきた行動計画に基づき、グ 環境総務課

境配慮行動計 リーン購入・グリーン調達を推進した。

画 四半期ごとに実績について報告を受けた。

秋田市役所環 用品調達基金により購入している事務用品のう 契約課

境配慮行動計 ち、グリーン購入法の対象となる物品については、

画 グリーン購入法適合品とした。
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施策３ 環境への負荷の少ない心豊かな暮らし方への転換（ライフスタイルの変革）

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 将来の環境制約下において 未来の暮らし 将来の環境制約下においても、持続可能な心豊か 環境総務課

も、持続可能な心豊かな暮らし 創造事業（ラ な暮らしを実現するための政策や事業を立案できる

を実現するための政策や事業を イフスタイル 人材の育成のため、松くい虫の被害で枯れた松材を

立案できる人材の育成に努めま 変革事業） 使った炭づくり体験イベントを開催した。

す。

② 新たなライフスタイルを実践 Ⅱ 未来の暮らし 秋田市下新城をモデル地域とし、松くい虫の被害 環境総務課

するモデル地域を設定し、地域 Ⅳ 創造事業（ラ で枯れた松材を使った炭づくり体験イベントを開催

おこし協力隊員、地域住民およ イフスタイル した。

び事業者と連携したイベントの 変革事業） ・参加者 22人

開催、ビジネスモデルの創出等 未来の暮らし 市内各地の眠っている地域資源をフェイスブック 人口減少・

を通じて、眠っている地域資源 創造事業（ラ で発信し、ＰＲを行った。 移住定住対

を活用した心豊かな暮らし方を イフスタイル 策課

内外にＰＲします。 変革事業）
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(2) 環境分野２ 循環型社会の構築

基本目標２ ３Ｒの推進と資源の好循環に基づく持続可能な地域社会の構築による快適な暮ら

しの実現

ア 廃棄物の発生抑制・再使用と資源の好循環

施策１ 廃棄物の発生抑制・再使用

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 秋田市一般廃棄物処理基本計 一般廃棄物処 平成27年3月に策定した一般廃棄物処理基本計画 環境都市推

画に基づき、廃棄物の減量化に 理基本計画の に基づき、目標達成に向けた個別施策を関係課所室 進課

向けた取組を推進します。 策定、管理 で実施するとともに、個別施策の実施状況を取りま

とめ、その内容について、廃棄物減量等推進審議会

から意見をもらい、令和元年度以降の施策に反映さ

せた。

② 廃棄物の減量に向け、発生抑 ごみ減量対策 ２Ｒにつながるマイバッグ利用を啓発するため、 環境都市推

制（リデュース）、再使用（リ 事業（家庭ご 市民が多く集まる市場まつり等に出向き、キャンペ 進課

ユース）、再生利用（リサイク み減量・分別 ーン等を行ったほか、食品ロス削減につながる発生

ル）の３Ｒを推進します。この 啓発事業） 抑制行動（食べきりや使い切り、適正調理等）につ

うち、２Ｒ（リデュース、リユ いて情報提供する等、様々な機会を捉え、市民にわ

ース）について優先的に取り組 かりやすく伝えるよう努めた。

みます。

③ 市民や事業者に対し、２Ｒ（リ Ⅰ ごみ減量対策 食べ残しをなくして食品ロスを削減するため、事 環境都市推

デュース、リユース）に関する 事業（家庭ご 業所には「もったいないアクション協力店」の加入 進課

意識の啓発に努めます。 みおよび事業 を呼びかけ、来店する市民が目にする位置にポスタ

系ごみ減量・ ーやポップの設置をお願いすることで、事業者と市

分別啓発事 民双方に効果もたらすことができるよう働きかけ

業） た。

④ ごみの分別および出し方につ ごみ減量対策 「ごみの分け方出し方手引き」を2019年（平成31 環境都市推

いての更なる周知や徹底に努め 事業（家庭ご 年）3月に改訂し、全戸配布した。 進課

ます。 み減量・分別

啓発事業）
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施策２ 資源の高度利用と有効活用による循環型処理システムの構築

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 秋田市一般廃棄物処理基本計 一般廃棄物処 平成27年3月に策定した一般廃棄物処理基本計画 環境都市推

画に基づき、資源化物の再生利 理基本計画の に基づき、目標達成に向けた個別施策を関係課所室 進課

用に向けた取組を計画的に推進 策定、管理 で実施するとともに、個別施策の実施状況を取りま

します。 とめ、その内容について、廃棄物減量等推進審議会

から意見をもらい、令和元年度以降の施策に反映さ

せた。

② リサイクルプラザや溶融施設 資源化物の適 容器包装リサイクル法に基づく、資源化物の特定 総合環境セ

などで資源化物の適正処理に努 正処理 事業者への引渡し量 ンター

めます。 ・びん無色 831,740㎏

・びん茶色 747,060㎏

・びんその他 624,280㎏

・ＰＥＴ 937,470㎏

資源化量

・缶 スチール 288,950㎏

・缶 アルミ 534,760㎏

・乾電池 14,600㎏

③ 地域や市民団体等の協力を得 Ⅰ ごみ減量対策 地域のコミュニティづくりにも寄与する資源集団 環境都市推

て、家庭系ごみの分別や再生利 事業（家庭ご 回収事業を広く周知するため、町内会全班にチラシ 進課

用を促進します。 み減量・分別 を回覧したほか、広報あきた6月1日号の特集ページ

啓発事業） や月刊αクラスのコラム掲載等を活用した。

④ 事業系ごみの再生利用の取組 ごみ減量対策 平成30年度は、162事業所（多量排出事業者118者、環境都市推

を促進します。 事業（事業系 一般事業者44者）を訪問し、調査・指導により、事 進課

ごみ減量・分 業系一般廃棄物の分別・再資源化を図った。

別啓発事業）

⑤ 事業者および市民に対し、グ 環境配慮行動 秋田市環境基本計画および秋田市地球温暖化対策 環境総務課

リーン購入の拡大を啓発しま の周知 実行計画のホームページへの掲載により、環境配慮

す。 行動の周知を図った。

⑥ 廃棄物を処理するに当たって 廃棄物発電 1、2号溶融炉による発電量 41,152,530kWh 総合環境セ

は、焼却熱を利用した廃棄物発 平成30年度 売電収入 198,669,048円 ンター

電を行うなど、エネルギーの回 （税込み）

収に努めます。

⑦ 使用済小型電子機器等を分別 使用済小型家 公共施設やスーパー等の45か所で使用済小型家電 環境都市推

回収し、機器等に含まれるレア 電の分別収集 の拠点回収を実施し、使用済小型電子機器等の再資 進課

メタルをはじめとした有用金属 源化の促進に関する法律に規定する再資源化事業者

の再生利用に努めます。 に引き渡した。

・平成30年度排出量 21ｔ

21



イ 廃棄物の適正処理の推進

施策１ 廃棄物の適正処理の確保

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 秋田市一般廃棄物処理基本計 廃棄物の適正 秋田市一般廃棄物処理基本計画に基づくごみの収 環境都市推

画に基づき、廃棄物の適正処理 処理 集および処分を実施した。 進課

を進めます。 ・平成30年度排出量 117,126ｔ

② ごみの効率的な収集および運 ごみの収集・ 家庭ごみ等の収集・運搬については、市内を6区 環境都市推

搬の体制整備を行います。 運搬業務 域に分けて、それぞれを民間事業者へ委託し、また、進課

資源化物と粗大ごみ等の収集・運搬については、秋

田市総合振興公社へ専門的にその業務に当たらせ、

遅滞と遺漏のないように努めた。

③ 水銀による環境の汚染の防止 水銀含有ごみ ごみ集積所から月2回、水銀含有ごみの分別収集 環境都市推

に関する法律に基づき、水銀含 の分別収集お を実施し、公益財団法人全国都市清掃会議から指定 進課

有ごみの適切な分別収集および よび処分 を受けた事業者に引き渡した。

処分を行います。 ・平成30年度排出量 16ｔ

施策２ 廃棄物処理施設の計画的な整備

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 本市の廃棄物処理施設や最終 溶融施設排ガ 新たに設定された水銀の排出規制に対応するため 総合環境セ

処分場などの施設整備を計画的 ス設備改修事 の設備改修を実施した。 ンター

に推進します。 業 ・事業費 127,532千円

旧焼却施設補 溶融施設の補完施設としてごみピットの機能を維 総合環境セ

修等事業 持するため、旧焼却施設の受変電設備の改修および ンター

煙突の補修を実施した。

・事業費 2,873千円

最終処分場排 施設の主要機器の経年劣化に伴い、平成30年度か 総合環境セ

水処理施設大 ら令和元年度までの大規模改修２か年計画の１年目 ンター

規模改修事業 を実施した。

・事業費 87,569千円

② し尿処理施設の今後の処理見 し尿処理施設 処理量 総合環境セ

込み量を踏まえた効率的な管理 の運営 ・し尿 15,204ｋL ンター

・運営を推進します。 ・浄化槽汚泥 21,620ｋL

・事業費 163,521千円
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(3) 環境分野３ 安全な生活環境の確保

基本目標３ 穏やかで心地よい環境によって支えられる安全な暮らしの実現

ア 大気環境の保全

施策１ 固定発生源対策の推進

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 大気環境の保全に関する啓発 大気・水質等 広報あきた、ラジオ、ホームページおよびＳＮＳ 環境保全課

を行います。 環境保全事業 （メール、ツィッター、フェイスブック）等の媒体

を通じて大気環境保全に関する情報（稲わら焼却禁

止やＰＭ2.5に関する注意喚起）を発信するととも

に、秋田県条例における稲わら燃焼禁止期間には、

チラシ配布ならびに巡回パトロールによる啓発活動

を実施した。

市内における平成29年度環境調査等の結果をまと

めた報告書として「秋田市の環境」を発行し、環境

基準の達成状況等を周知するとともに、公害苦情発

生状況等の過年度比較について情報共有を図り、環

境保全意識の醸成に努めた。

② 大気汚染につながる焼却炉や 大気・水質等 市内における大規模な工場等と締結している公害 環境保全課

発電設備などの自主的な管理の 環境保全事業 防止協定に基づく測定値等の定期的な報告等を通じ

徹底を促進します。 て、適正な運転管理の徹底を促した。

③ 環境監視情報システムにより 大気・水質等 市内10局の大気測定局で大気汚染物質の常時監視 環境保全課

市内の大気環境を把握し、測定 環境保全事業 を行った結果、光化学オキシダント、非メタン炭化

データを公開するとともに、必 水素を除く5項目（二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、

要に応じて見直しを行い、監視 二酸化窒素、一酸化炭素および微小粒子状物質）で、

体制の充実を図ります。 大気環境基準又は指針値を達成していた。

測定機器の更新（山王局の二酸化硫黄・浮遊粒子

状物質計および上新城局の風向風速計）を行った。

④ 大規模な工場に対して、環境 大気・水質等 秋田県と連携しながら、大規模な工場から排出さ 環境保全課

監視情報システムによる監視体 環境保全事業 れるばい煙や排水について、テレメータを設置し、

制を整備します。 常時監視している。

・設置工場 秋田製錬、アルフレッサファインケ

ミカル、東北電力秋田火力、日本製紙

⑤ 大気中のダイオキシン類、ア 大気・水質等 大気2か所（年4回）、河川の水質と底質2か所、 環境保全課

スベストおよび有害大気汚染物 環境保全事業 海域の水質と底質1か所、地下水1か所、土壌4か所

質のモニタリングを行います。 で調査を行った。いずれも環境基準を達成していた。

ダイオキシン類対策特別措置法に係る特定施設を

設置している2工場・事業所を立入検査し、ダイオ

キシン類の測定を行った結果、全ての施設の各項目

において、排出（処理）基準に適合していた。

アスベストについては、市内3か所で春秋に測定

を行い、全ての地点において総繊維数濃度が1リッ

トル当たり1本未満となり、世界保健機関の環境保

健クライテリアと比べて十分低い濃度となった。

有害大気汚染物質については、市内2か所で測定

を行い、全ての地点の各項目において環境基準を達

成していた。
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施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

⑥ 工場・事業場に対し、排出基 大気・水質等 公害関係法令等に基づき届出の審査、立入検査お 環境保全課

準の遵守を徹底させます。 環境保全事業 よび指導を行い、規制基準の遵守を徹底させた。

・法対象施設の立入調査 7工場・事業場

・特定粉じん排出等作業の立入調査 40件

⑦ 必要に応じて公害防止協定を 公害防止協定 公害防止協定に基づき、協定値の遵守と適正な運 環境保全課

締結し、又は見直し、環境への の締結と運用 転管理を求めるとともに、測定値等の報告を求めた。

負荷の低減を促進します。 設備等の廃止による環境負荷の低減を公害防止協

定に反映させた。
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施策２ 移動発生源対策の推進

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 環境に配慮した運転（エコド エコドライブ エコドライブ講習会を開催した。 環境総務課

ライブ）、自転車の利用、自動 講習会 ・開催日 5月19日(土)

車からバス・鉄道などの公共交 ・場 所 秋田県警察運転免許センター

通機関への利用転換などを促進 ・参加者 20人

します。 秋田市ノーマ 毎月第4金曜日をノーマイカーデーとして、庁内 交通政策課

イカーデー 放送や広報により、徒歩や自転車、公共交通機関を

利用した通勤への転換を呼びかけた。

平成30年10月実績（重点実施月）

・ノーマイカーデー参加者 357人

・早起き時差出勤参加者 330人

② 大気環境にやさしい次世代自 Ⅳ 次世代低公害 公用車を更新する際に、電気自動車４台およびプ 財産管理活

動車（電気自動車、プラグイン 車導入事業 ラグインハイブリッド車１台を購入した。 用課

ハイブリッド自動車、燃料電池

自動車、ハイブリッド自動車、 低公害車導 特殊車両を除いて算出した低公害車保有率は、平 環境総務課

クリーンディーゼル車など）の 入、普及 成29年度末時点では71.7%（205台/286台）であった

普及を促進します。 が、平成30年度末時点では77.3%（201台/260台）と

上昇している。

③ 道路交通の円滑化を図るため 中心市街地歩 中心市街地11か所において、中学生以上を対象と 都市総務課

交通量などを把握し、その情報 行者自転車通 した歩行者・自転車通行量調査を実施し、ホームペ

を提供します。 行量調査 ージに結果を公表した。

・日時 ７月22日（日）および23日（月）

10:00～19:00

④ 渋滞をなくし道路交通の円滑 Ⅳ 道路改良事業 11路線、延長1,450ｍの道路改良工事を実施した。道路建設課

化を図るため、道路整備などに

よる交通環境を改善します。

幹線道路整備 外旭川新川線（寺内工区）および秋田環状線（牛 道路建設課

事業・街路事 島駅前工区）において、用地取得、建物補償、道路

業 工事などを実施した。また、泉外旭川線については、

支障物件移設補償などを実施した。千秋久保田町線

については、支障物件移設補償、道路工事などを実

施した。

泉・外旭川新 泉・外旭川地区への新駅設置に向け、基本設計、 交通政策課

駅（仮称）等 実施設計のほか、新駅整備に支障となる施設の一部

整備事業 について移設を行った。

秋田駅東地区 18路線の道路築造工事を実施した。 秋田駅東地

土地区画整理 区土地区画

事業 整理工事事

務所

秋田駅西北地 6路線の道路築造工事を実施した。 秋田駅東地

区土地区画整 区土地区画

理事業 整理工事事

務所
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施策３ 越境汚染の監視

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 環境監視情報システムにより 大気・水質等 市内10局の大気測定局で大気汚染物質の常時監視 環境保全課

市内の大気環境を把握し、測定 環境保全事業 を行った結果、光化学オキシダント、非メタン炭化

データを公開するとともに、必 水素を除く5項目（二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、

要に応じて見直しを行い、監視 二酸化窒素、一酸化炭素および微小粒子状物質）で、

体制の充実を図ります。 大気環境基準又は指針値を達成していた。

測定機器の更新（山王局の二酸化硫黄・浮遊粒子

状物質計および上新城局の風向風速計）を行った。
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イ 水環境の保全

施策１ 水質汚濁防止対策の推進

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 水環境の保全に関する啓発を 環境保全対策 油漏れ事故防止に関する啓発を行った。 環境保全課

行います。 管理事業 （ラジオ（2回）、広報テレビ、広報あきた、

さきがけ広報板）

② 河川、海域（海水浴場を含み 河川の水質調 人の健康の保護に関する項目については、調査を 環境保全課

ます。）、湖沼および地下水の 査 行なった15河川、25か所すべてにおいて環境基準を

調査を定期的に実施し、水質の 達成していた。また、生活環境の保全に関する項目

把握に努めます。 では、調査を行なった22河川、34か所において、大

腸菌群数が26か所で環境基準を達成できなかった。

海の水質調査 地先海域と海水浴場の水質調査を行った。 環境保全課

・秋田市地先海域および秋田港7か所

結果 人の健康の保護に関する項目および生活

環境の保全に関する項目（延べ777項目）

では、全調査地点で環境基準を達成してい

た。

・3海水浴場（下浜、桂浜、浜田）のそれぞれ2か

所

結果 浜田海水浴場は開設前が水質Ｂ、開設中

が水質Ａであった。桂浜、下浜海水浴場は

開設前が「水質が良好な水浴場」と判定さ

れる水質Ａ、水質ＡＡ、開設中がともに水

質Ｂであった。

地下水の水質 地下水質測定計画に基づき、25井戸において調査 環境保全課

調査 を行った（内訳 概況調査 16、継続監視 9）。

継続監視調査を実施した9井戸において、硝酸性

窒素および亜硝酸性窒素が2井戸で、トリクロロエ

チレンおよびテトラクロロエチレンが1井戸で環境

基準を達成できなかった。

その他は、環境基準を達成していた。

③ 大規模な工場に対して、環境 大気・水質等 秋田県と連携しながら、大規模な工場から排出さ 環境保全課

監視情報システムによる監視体 環境保全事業 れるばい煙や排水について、テレメータを設置し、

制を整備します。 常時監視している。

・設置工場 秋田製錬、アルフレッサファインケ

ミカル、東北電力秋田火力、日本製紙

④ ダイオキシン類による汚染状 有害化学物質 公共用水域の水質および底質調査を河川2か所（新 環境保全課

況について調査を行います。 対策事業 波川、旭川下流）、海域1か所（下浜沖2kｍ）で実

施した結果、全箇所でダイオキシン類の環境基準を

達成していた。また、地下水の水質調査を1か所（河

辺戸島）で実施した結果、ダイオキシン類の環境基

準を達成していた。
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施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

⑤ 工場・事業場に対して、排出 大気・水質等 公害関係法令等に基づき届出の審査、立入検査お 環境保全課

基準の遵守を徹底させます。 環境保全事業 よび指導を行い、規制基準の遵守を徹底させた。

・特定施設設置等届出件数 63件

・排水立入検査 62特定事業場延べ 80検体680

項目

排水が基準に不適合だったのは2事業場で、不適

合項目の内訳は水素イオン濃度が2件であった。

⑥ 必要に応じて公害防止協定を 公害防止協定 公害防止協定に基づき、協定値の遵守と適正な運 環境保全課

締結し、又は見直し、環境への の締結と運用 転管理を求めるとともに、測定値等の報告を求めた。

負荷の低減を促進します。 設備等の廃止による環境負荷の低減を公害防止協

定に反映させた。

⑦ 水質汚濁事故の未然防止と事 環境保全対策 有害物質使用特定施設について、台帳を整備する 環境保全課

故時の被害の拡大防止を徹底さ 管理事業 とともに、平成29年度に策定した立入り検査計画（3

せます。 か年計画）に基づき、地下浸透規制等にかかる実態

調査を行った。

⑧ 水質汚濁につながる化学物質 環境保全対策 有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設 環境保全課

の自主的な管理の徹底と使用の 管理事業 への立入検査において、有害物質の使用状況等を確

削減を促進します。 認した。

⑨ ゴルフ場に対しては、環境保 環境保全対策 協定に基づき、農薬の使用実績および使用計画の 環境保全課

全協定を適正に運用し、農薬の 管理事業 提出を求めた（7か所）。また、ゴルフ場排水の行

管理の徹底と使用量の削減を促 政検査を実施した（2か所、6項目）。

進します。

⑩ 油流出事故などに対し、迅速 大気・水質等 環境汚染事故等緊急対応マニュアル（平成28年7 環境保全課

に対応できる体制を整備しま 環境保全事業 月）および雄物川水系水質汚濁対策連絡協議会にお

す。 いて、関係機関相互の連絡体制を整備済み。
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施策２ 生活排水対策の推進

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 地域の特性に応じた、公共下 公共下水道事 平成30年度末実績 下水道整備

水道の整備、農業集落排水施設 業 ・汚水面整備 Ａ＝50.9ha 課

の整備、浄化槽の普及を推進し、 ・下水道普及率 93.6％

公共用水域の保全およびより快 ・処理可能人口 288,365人

適な生活環境の確保を図りま （住民基本台帳人口 308,163人）

す。 農業集落排水 砂子渕地区の実施設計委託と飛沢地区の管路接続 下水道整備

事業 工事を行った。 課

浄化槽整備推 平成30年度は、浄化槽を2基設置した。 下水道整備

進事業 課

② 生活排水による水質汚濁を防 浄化槽整備推 処理施設普及のため、浄化槽整備推進事業として 下水道整備

止するための処理施設の普及と 進事業 浄化槽を2基設置した。また意識の啓発として、浄 課

意識の啓発を図ります。 化槽整備推進事業のPRを図るため対象者93名に案内

文書を送付した。

③ 水洗化に対する融資あっせん 水洗便所改造 制度利用実績（公共下水道、農業集落排水、市設 給排水課

や助成金の交付等を行い、下水 資金融資あっ 置浄化槽）

道などへの接続を促進します。 せんおよび助 ・融資あっせん 15件、金額 9,060千円

成金制度 ・助成金 186件、金額 5,560千円
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施策３ 水資源の保全と有効利用

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 事業者および市民に対し、水 上下水道教室 水道ふれあいフェア 上下水道局

の有効利用についての啓発に努 の開催 ・開催日 6月2日 総務課

めます。 ・参加者延べ 2,882人

夏休み親子水めぐりの旅

・開催日 7月29日

・参加者 21人

・内 容 施設見学、漏水探知体験

大人のための上下水道教室

・開催日 10月26日

・参加者 3人

・内 容 施設見学、利き水体験

出前上下水道教室 計９回開催

・参加者 261人

・内 容 応急給水、利き水体験、浄水処理工程

など

② 融雪に利用した地下水を、再 消融雪施設整 地下水を利用した融雪施設（11か所）の保守管理 道路維持課

び地中に戻すなど地下水の保全 備事業 を実施するなど地下水の保全を図った。

を図ります。

③ 国や秋田県などの関係機関や 雄物川水系水 国、県および秋田市を含む流域8市町村で構成す 環境保全課

雄物川流域の自治体等と協力 質汚濁対策連 る雄物川水系水質汚濁対策連絡協議会では、雄物川

し、良好な水資源の確保を図り 絡協議会 の環境美化や環境保全を図るため、流域一斉のクリ

ます。 ーンアップの実施や油流出事故等に関する情報を共

有するため、連絡体制の整備・強化を図っている。

雄物川流域一斉清掃の実施

・実施日 7月22日（日）

・場 所 雄物川右岸

雄物川水系水質事故緊急措置演習の実施

（油類流出事故を想定）

・実施日 11月21日（水）

・場 所 秋田市仁井田字柳林地内

（秋田南大橋上流右岸、古川排水樋門付近）
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ウ その他の生活環境の保全

施策１ 騒音、振動、悪臭等の対策の推進

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 家庭生活に伴う騒音および悪 生活環境保全 家庭生活に伴う騒音および悪臭を防止するため、 環境保全課

臭を防止するための自主的な対 事業 助言等を行った。

策を促進します。 ・平成30年度 騒音 3件、悪臭 2件

② 騒音、振動および悪臭の調査 生活環境保全 主要幹線道路沿い17か所および一般環境地域5か 環境保全課

を定期的に実施し、市域の生活 事業 所で騒音の調査を実施した。また、主要幹線道路沿

環境の状況把握に努めます。 い10か所で振動の調査を行った。

（調査結果）

・道路交通騒音調査

全ての時間区分で環境基準を達成したのは15

か所、超過したのは2か所であった。なお、全

地点で要請限度を下回っていた。

・一般環境騒音調査

全調査地点、全時間帯で環境基準を達成して

いた。

・道路交通振動調査

全調査地点、全時間帯で要請限度を下回って

いた。

③ 騒音等の監視設備・機器の充 生活環境保全 自動車騒音面的評価システムにより、自動車騒音 環境保全課

実および調査データの解析の迅 事業 の評価を行った。

速化に努めます。

④ 騒音、振動、悪臭等の規制基 生活環境保全 騒音規制法および振動規制法に基づく以下の届出 環境保全課

準の遵守を徹底させ、また、こ 事業 を受理した。

れらの更なる低減に努めるよう ・騒音規制法に基づく届出 48件

啓発を行います。 （設置・廃止・氏名変更等）

・振動規制法に基づく届出 19件

（設置・廃止・氏名変更等）

⑤ 必要に応じて公害防止協定を 公害防止協定 公害防止協定に基づき、協定値の遵守と適正な運 環境保全課

締結し、又は見直し、環境への の締結と運用 転管理を求めるとともに、測定値等の報告を求めた。

負荷の低減を促進します。 設備等の廃止による環境負荷の低減を公害防止協

定に反映させた。

⑥ 騒音、振動、悪臭等の防止に 生活環境保全 環境展により、騒音公害の周知を図った。 環境保全課

関する啓発を行います。 事業
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施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

⑦ 建設・土木作業に対して、低 生活環境保全 騒音規制法および振動規制法に基づく以下の届出 環境保全課

公害型の工法や建設機械の導入 事業 を受理した。

のほか、適切な工事時間帯の選 ・特定建設作業届出

定や遮音などの対策を促進しま 騒音規制法に基づく届出 15件

す。 振動規制法に基づく届出 10件

道路工事の環 道路工事に関する許可証や承認証に、騒音、振動 建設総務課

境指導 等に配慮するよう条件を付している。

・道路占用工事許可件数 2,420件

・自費工事施工承認件数 98件

工事の環境対 施工業者からの施工計画書の提出および打合せ 道路建設課

策

公園工事請負 秋田市土木工事共通仕様書に基づき、排出ガス対 公園課

業者への徹底 策型建設機械を使用することを原則とし、併せて騒

音、振動等の環境対策に配慮するよう指導している。

道路築造工事 バックホウ等の施工機械について、排出ガス対策 秋田駅東地

における環境 型とした。 区土地区画

負荷の低減 コンクリート製品について、秋田県認定リサイク 整理工事事

ル製品（溶融スラグ入り）を活用した。 務所

各種建設・改 主要な建設機械には、排ガス対策型や低騒音型を 水道建設課

築事業 使用し、生活環境に配慮しながら工事を行った。

不断水工法による施工を行い、管路の切断に伴う

騒音の低減および夜間作業の削減をした。

各種建設・改 主要な建設機械には、排ガス対策型や低騒音型を 下水道整備

築事業 使用し、生活環境に配慮しながら工事を行った。 課

⑧ 深夜営業の飲食店および店舗 生活環境保全 深夜営業の飲食店および店舗に対して、周辺の生 環境保全課

に対して、周辺の生活環境へ配 事業 活環境へ配慮して営業するように改善指導を行っ

慮するよう促します。 た。

・平成30年度 1件

⑨ 農地、公園、街路樹、植栽、 市ホームペー 住宅地等において農薬を使用する場合、住民等の 農業農村振

ゴルフ場等における農薬の使用 ジに掲載 健康被害が生じないよう、適正に使用するよう、市 興課

を抑制するとともに、使用に当 ホームページに掲載し、注意を促した。

たっては毒性の低いものを優先 公園等の病害 公園等で発生した病害虫の駆除には、適正に希釈 公園課

するよう促します。 虫の駆除 した薬品を使用し、環境保全に努めている。

⑩ 日照阻害、電波障害、光害な 秋田市中高層 左記条例に基づく手続の中で、日影図と電波障害 建築指導課

どを防止するための自主的な対 建築物の建築 を検討した届出を3件、電波障害のみ検討した届出

策を促進します。 に係る紛争の を3件受付し、その内容が適切であることを確認し

予防および調 た。

整に関する条

例
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施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

⑪ ＰＲＴＲ制度（化学物質排出 環境保全対策 ＰＲＴＲ制度の直接的な周知は行っていないが、 環境保全課

移動量届出制度）の周知を図る 管理事業 水質汚濁防止法などに基づく届出や相談の際に、化

とともに、使用している化学物 学物質の保管等について適切な助言を行った。

質の適正な取扱いや自主的な管

理を促進します。

⑫ ダイオキシン類等の有害化学 有害化学物質 継続的に摂取される場合には、人の健康を損なう 環境保全課

物質による汚染状況などについ 対策事業 おそれのある物質で、大気汚染の原因となる有害物

て調査を行います。 質については、市内2か所で汚染状況の調査を行っ

た。

このうち環境基準が定められているベンゼン、ト

リクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロ

ロメタンの4物質については、環境基準を達成して

いた。

施策２ 廃棄物の不適正処理の未然防止

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 廃棄物処理施設、処理業者お 廃棄物処理施 立入検査計画に基づき、立入検査を実施した。 廃棄物対策

よび排出事業者に対する監視や 設等監視・指 ・立入件数 229件（うち文書指導 3件、口頭指 課

指導に努めます。 導 導 65件）

② 不法投棄および野外焼却の未 不法投棄対策 林道を中心に10台の移動式監視カメラを設置し 廃棄物対策

然防止に努めます。 た。 課

職員、委託、不法投棄監視員によるパトロールを

実施した。

・職員によるパトロール 231日

・委託によるパトロール 200日

（早朝 33日、夜間 24日を含む。）

・不法投棄監視員によるパトロール（随時）

全国ごみ不法投棄監視ウィークの取組

・国土交通省秋田河川国道事務所との合同パトロ

ールの実施（5月31日）

・環境展への出展（6月2日）

不法投棄ゼロ宣言事業を13地区で実施した。

・実施地区 金足片田、下新城岩城、上新城道川、

山内松原、太平野田、添川、上北手大山田、

上北手寺村、下浜名ヶ沢、河辺戸島、河辺杉

沢、雄和平尾鳥、雄和女米木

・のぼり旗を40枚提供した。（7地区）

広報あきたおよびホームページを活用した啓発を

実施した。
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(4) 環境分野４ 自然共生社会の構築

基本目標４ あきたらしい自然に包まれ、人と自然が調和した心豊かな暮らしの実現

ア 自然環境の保全と活用

施策１ 豊かな緑の確保

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 緑豊かな都市環境の形成を目 Ⅰ 都市景観形成 景観計画区域内における行為の届出（大規模行為）都市計画課

指し、市民協働の下、都市緑化 事業 届出総件数101件に対し、審査および指導を行い、

の推進および緑化意識の向上に その全てに対し景観形成基準に適合する旨の判断を

努めます。 している。

緑のまちづく 市民等が自ら提案、実践する緑化活動等を支援す 公園課

り活動支援基 る「緑のまちづくり活動支援基金」の実施主体であ

金関係経費 る（公財）秋田市総合振興公社に管理運営に要する

費用を補助した。

平成30年度の同基金による助成実績は、136件

2,860,211円である。

② 秋田市緑の基本計画に基づい 千秋公園整備 緑の拠点づくりとして、都市公園の整備を行うも 公園課

て、都市公園の整備に努めます。 事業、都市公 ので、平成30年度は、千秋公園、山王官公庁地、市

園バリアフリ 場西第二街区公園、保戸野八丁街区公園、牛島西二

ー化事業、吸 丁目第二街区公園および川口街区公園の整備を実施

収源対策公園 した。

緑地事業

③ 市民のニーズなどを踏まえな 千秋公園整備 千秋公園の市民交流ゾーン整備およびさくら景観 公園課

がら、既存公園・緑地の質の向 事業 整備等を実施した。

上を図ります。 ・進捗率（事業費ベース） 82.1%

都市公園バリ 誰でも安全で安心して利用できる公園とするた 公園課

アフリー化事 め、バリアフリー化を図るべき公園施設の改修を行

業 い、公園を再整備するもので、平成30年度は 山王

官公庁緑地、市場西第二街区公園および保戸野八丁

街区公園の再整備を実施した。

④ 公園の設置に当たっては、地 事例はなかったが、都市計画法に基づく開発行為 公園課

域住民の日常的な利用が可能と で設置される公園については、引き続き指導してい

なるような、地域バランスを踏 く。

まえた配置に努めます。

⑤ 学校などの公共施設の緑化を 公立学校施設 植生マットによる法面の保護（230㎡）を行った。 教育委員会

推進します。 災害復旧事業 総務課

⑥ 緑地協定などにより、工場や 開発許可 3,000㎡以上の区域かつ宅地分譲目的以外の開発 都市計画課

店舗などの敷地内の緑化を促進 行為（1件）

します。 医療施設の建築を目的とした開発行為1件に対し、

緑地の設置を指導し、許可している。

⑦ 歴史のある樹木、貴重な樹木 景観重要建造 広報およびホームページを活用し、事業PRを行っ 都市計画課

等を保存樹に指定し、その保全 物等保存事業 た。

に努めます。
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施策２ 自然が有する多面的機能の有効活用

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 森林の適正な管理および活用 水と緑の森づ 森林環境の保全を図るため、「秋田県水と緑の森 農地森林整

に努め、水源涵養機能および防 くり事業 づくり税」を活用し、マツ林やナラ林等の枯損木の 備課

災など市民の生活環境を守る公 伐採等を行った。

益的機能の維持を図ります。 ・森林調査 100.07ha、伐倒処理 308.63㎥

② 森林資源としての松林等を保 森林病害虫等 松くい虫被害等により枯れたマツ林やナラ林等に 農地森林整

全し、飛砂、風害等から市民生 防除事業 おいて伐倒処理等を行った。 備課

活を守るため、森林病害虫等の ・松林伐倒 105.36㎥、くん蒸 373.85㎥、薬剤散

防除に努めます。 布 4.99ha

③ 森林のもつ健康増進効果およ Ⅲ 森林総合公園 森林活用により市民の健康保持のため、森林総合 農地森林整

び生きがいづくり、やすらぎの 公園の適切な管理に努めた。 備課

場としての働きに着目し、森林

の新たな活用のあり方を検討し

ます。

④ 小中学校の学校給食に、地場 Ⅱ 地産地消推進 地元食材を使用した給食ＰＲ用リーフレットを作 産業企画課

産農産物を使用するなど農産物 Ⅲ 事業 成し、市内小中学校へ配布するとともに、栄養教諭

の地産地消を推進します。 など食育に携わる教諭を対象として、生産現場など

の視察研修会を行った。

まるごと秋田 地場産農産物を給食に取り入れたり、だまこ汁や 学校教育課

を食べよう給 いものこ汁などの郷土料理を提供したりした。また、

食 秋田の食の豊かさを伝えるリーフレットを作成し、

家庭と食育指導について情報の共有化を図った。

⑤ 自然環境に配慮したため池の 事例はなかったが、自然環境に配慮した整備に努 農地森林整

整備を推進します。 めていく。 備課

⑥ 河川の改修に当たっては、治 河川改修事業 普通河川古川 道路建設課

水・利水機能の向上に努めると ・河道整備 延長 209ｍ

ともに、水辺の生きものが生息

可能な河川環境を保全します。

⑦ 市内の自然環境等を対象に、 Ⅲ 自然環境体験 市内の豊かな自然を活用した体験教室や自然観察 環境総務課

観光の一環として楽しみながら 活動促進事業 会等を実施する7団体へ交付金を交付した。

体験を通じた環境教育・環境学 ・参加者 906人

習にもつなげていく、エコツー

リズムに係る活動を促進しま

す。

⑧ 継続的な種苗放流の実施等に Ⅱ 内水面資源維 稚魚放流事業における稚魚購入に係る経費を助成 農業農村振

よって、水産資源の維持・回復 持対策事業 した。 興課

を図ります。 ・岩見川および雄物川の資源維持のための稚魚購

入費の助成（岩見川漁協、仙北西部漁協）

・旭川および新城川の資源維持のための稚魚放流

イベントに対する稚魚購入費の助成

⑨ 河川や海などが持つ親水機能 Ⅲ 自然環境保全 秋田市自然環境保全条例第14条に規定する、自然 環境総務課

を高め、豊かな自然の中で水や 市民活動計画 環境保全市民活動計画の認定団体へ対し、活動の支

緑、生きものとふれあうことが 援を行った。

できる、やすらぎに満ちた水辺

空間を創出する市民団体や事業

者等の活動を支援します。
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イ 自然とのふれあいの促進

施策１ 自然とふれあう場・機会づくりの確保

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 体験学習や自然観察会の実施 Ⅰ 自然環境体験 市内の豊かな自然を活用した体験教室や自然観察 環境総務課

など、四季折々の自然に親しむ Ⅲ 活動促進事業 会等を実施する7団体へ交付金を交付した。

機会の充実を図ります。 ・参加者 906人

体験活動機会 青少年の健全育成や市民の生涯学習の推進を図る 生涯学習室

の充実 ため、各世代が野外活動や集団生活、ものづくりな (太平山自

どを体験する各種事業を実施した。 然学習セン

・実施事業数 11、参加者 230人 ター）

② 農業体験学習の実施などを検 Ⅲ 農業体験教室 親子参加の農業体験教室を3回開催。田植えやジ 雄和市民サ

討し、市民と土とのふれあいの ャガイモなどの収穫、収穫感謝祭等で「食」や「農」 ービスセン

機会を創出します。 の大切さや素晴らしさやを学ぶ機会を創出。 ター

・参加者 9家族90人

都市農村交流 市内都市部と農山村地域との交流を促進するた 産業企画課

促進事業 め、農業体験日帰り交流や援農ボランティア事業等

を行った。

・農業体験日帰り交流 17回、参加者 259人

・援農ボランティア事業 登録者 20人、実施延

べ人数 90人

③ ポイ捨てや貴重な植物の不法 環境配慮行動 秋田市環境基本計画のホームページへの掲載によ 環境総務課

採取を行わないなど、自然と共 の周知 り、環境配慮行動の周知を図った。

生する上でのマナーの徹底を図

ります。

④ 雪国ならではの体験学習を実 環境教室の開 環境教室「森のクラフト」を開催した。 環境総務課

施し、雪との関わりを前向きに 催 ・開催日 12月1日（土）

捉える機会を設けます。 ・参加者 19人

施策２ 都市景観の形成・保全

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 橋りょうの整備や改修に当た 橋りょう整備 新川橋の架け替えに向けて、下部工（橋台、橋脚）道路建設課

っては、地域住民に親しまれる 事業（新川橋）の工事

よう周辺の環境に調和したデザ

イン等の工夫に努めます。

② 市街地を流れる河川の親水性 河川環境整備 準用河川宝川ほか5河川 道路建設課

を高めるための施設整備に努 事業 ・護岸整備、河道の浚せつ 延長 5,040ｍ

め、気軽に水とふれあえる河川

づくりを推進します。
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施策３ 自然と歴史的・文化的環境との調和

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 千秋公園や高清水公園など自 Ⅲ 千秋公園整備 千秋公園再整備基本計画に基づき、胡月池周辺の 公園課

然環境と一体となった史跡や景 事業 園路等整備や老木化した桜の更新を実施した。

観をいかしたまちづくりを推進

します。

② 市民の郷土意識の醸成および 地蔵田遺跡環 市民の郷土学習の場や地域資源として、史跡の情 文化振興課

文化の振興を図るため、先人か 境整備事業 報発信を行い、市民協働で公開・活用を図った。

ら引き継いだ貴重な文化財を後 整備

世に継承できるよう、保存に努 ・4月25日～6月4日 3号竪穴住居屋根差し茅補修

めます。 ・6月26日、27日 木柵加工・防腐処理

体験イベント

・6月2日 弥生体験講座（差し茅・火おこし体

験）

・6月30日 弥生体験講座（石斧伐採・木柵復元

体験）

・7月7日 弥生体験講座（土器づくり）

・9月29日 学習講座

・10月13日 弥生っこ村まつり

文化財保護活 文化財保護強調週間（11月1日～7日）関連事業と 文化振興課

用推進事業 して文化財めぐりを実施した。

・実施日 11月8日（木）

・参加者 20人

文化財防火デー（1月26日）に伴い防火訓練等を

実施した。

・実施日 1月25日（金）・28日（月）

・参加施設・文化財 三浦家住宅、秋田城跡歴史

資料館、天徳寺、旧松倉家住宅、旧金子家住

宅、旧秋田銀行本店本館、嵯峨家住宅、旧黒

澤家住宅、地蔵田遺跡、旧秋田藩主佐竹氏別

邸（如斯亭）庭園

・参加者 102人

史跡秋田城跡 秋田城跡を単に保護するだけでなく、市民の郷土 秋田城跡歴

環境整備事業 学習の場・憩いの場として提供するとともに、地域 史資料館

資源として活用するため、遺構の復元や諸施設の整

備を行った。

・城内東大路の一部の復元整備 39ｍ

秋田城跡史跡 史跡公園を市民の郷土学習の場・憩いの場として 秋田城跡歴

公園管理事業 活用するため、公園施設の修繕・草刈り・危険樹木 史資料館

の伐採等を行った。

・草刈面積 約20ha、伐採樹木 3本

土崎港まつり 地域資源である伝統行事の伝承・保存を図るた 北部市民サ

支援 め、国指定重要無形民俗文化財の「土崎神明社祭の ービスセン

曳山行事」を中心とする土崎港まつりの開催に当た ター

り、土崎港祭り実行委員会に対し支援した。

また、「土崎神明社祭の曳山行事」がユネスコ無形

文化遺産に登録されたことに伴い、土崎港曳山行事

伝統伝承会に対して運営支援した。
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施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

土崎みなと歴 土崎地区における地域の歴史と文化を伝承し、地 北部市民サ

史伝承館 域資源を生かした住民主体の人づくり、まちづくり ービスセン

およびにぎわいづくりを推進するため、施設の管理 ター

・運営を指定管理者に委託し、曳山行事の伝承、空

襲による被爆体験の継承等を行った。

藤倉水源地 整備 上下水道局

水源地および記念公園を市民の憩いの場として活 総務課

用するため、公園施設の草刈り、清掃、サクラの樹

勢回復を行った。

体験イベント

・7月29日 夏休み親子水めぐりの旅 21人

・10月26日 大人のための上下水道教室 3人

③ 竿燈などの郷土の祭りや伝統 Ⅲ 竿燈まつり振 国重要無形民俗文化財「竿燈」の保存・振興等を 観光振興課

行事などを伝承し、保存してい 興事業 図るとともに、交流人口の増加と地域活性化を図る

くため、郷土意識の醸成を図る ため、秋田竿燈まつりの開催を支援した。

とともに、必要な自然や街なみ

の保全と整備に努めます。

④ 文化財への理解の促進を図る 文化財保護活 文化財保護強調週間（11月1日～7日）関連事業と 文化振興課

ため、復元整備した建物および 用推進事業 して文化財めぐりを実施した。

発掘調査出土品を広く市民に公 ・実施日 11月8日（木）

開するとともに、文化財に関連 ・参加者 20人

した各種講座および体験学習を 文化財防火デー（1月26日）に伴い防火訓練等を

実施するなど、文化財の活用に 実施した。

努めます。 ・実施日 1月25日（金）・28日（月）

・参加施設・文化財 三浦家住宅、秋田城跡歴史

資料館、天徳寺、旧松倉家住宅、旧金子家住

宅、旧秋田銀行本店本館、嵯峨家住宅、旧黒

澤家住宅、地蔵田遺跡、旧秋田藩主佐竹氏別

邸（如斯亭）庭園

・参加者 102人

羽州街道歴史 ウォーキングガイドや映像ソフト作成などにより 文化振興課

観光推進事業 観光ルートの設定や情報発信を行い、歴史をいかし

た都市の魅力向上を図った。

秋田城跡公開 秋田城跡を市民の郷土学習の場として活用するた 秋田城跡歴

活用事業 め、各種講座・体験学習・情報発信等を行った。 史資料館

・学習講座2回、史跡探訪会（自然観察会）、発

掘調査体験教室、パネル展3会場、発掘調査現

地説明会、史跡散策会、史跡めぐり、講演会2

回
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ウ 生物多様性の保全

施策１ 生物多様性の状況の把握

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 自然環境を保全する意識の普 自然環境体験 市内の豊かな自然を活用した体験教室や自然観察 環境総務課

及啓発を図ります。 活動促進事業 会等を実施する7団体へ交付金を交付し、自然環境

を保全する意識の普及啓発を図った。

・参加者延べ 906人

環境教室の開 市民向けの環境教室を計５回開催した。 環境総務課

催 ・6月29日 ホタル観察会 参加者26人

・6月30日 ホタル観察会 参加者29人

・8月8日 みなとの水質調査 参加者18人

・12月1日 森のクラフト 参加者19人

・2月9日 エネルギーを体験しよう 参加者20人

② 市域に分布する在来種など貴 自然環境調査 平成16年度に行った旧秋田市域の自然環境調査の 環境総務課

重な動植物の実態把握やその保 補完調査 補完調査として、秋田市北部地域のため池等の春の

護に努めます。 植物の調査を行った。

・調査箇所 秋田市金足地区の6か所（待入堤、

岩瀬堤、小栗堤、乃木堤、高岡前堤、長岡堤）

③ 良好な自然環境や景観等が残 自然環境保全 秋田市自然環境保全条例第14条に規定する、自然 環境総務課

る地域は、必要に応じて秋田市 市民活動計画 環境保全市民活動計画の認定団体へ対し、活動の支

自然環境保全条例による指定を 援を行った。

行うなど、適切な保全を図りま

す。

④ 生物多様性の保全と持続的な 命のつなぎ ライオン、レッサーパンダ、ツキノワグマ等計 大森山動物

利用に努めます。 （種の保存） 19種が繁殖した。繁殖のために、マーコールのメス 園

事業活動 をを導入するとともに、アフリカゾウのメス、ニホ

ンコウノトリのペアを他園との間で交換した。希少

種シマフクロウの生息域外保全のため、メス1羽を

釧路市動物園から導入した。生息域内保全としては、

園内の自然池塩曳潟に生息するゼニタナゴ等の希少

魚類を保全するとともに、外来生物であるアメリカ

ザリガニの駆除を行った。

環境教育展示 動物園では、動物との出会いやふれあいを通して、大森山動物

自然と命の大切さについて学び、かつ、動物の命を 園

つなぐ場となることを目指し、平成30年度末現在で

99種567点の動物を飼育展示した。また、どうぶつ

まなボード40基の内容を更新した。イベントとして

は、通常イベントとして「まんまタイム」や「動物

解説」を実施し、特別イベントとして、年2回の動

物ふれあいフェスティバル、塩曳潟水生生物調査、

world otter day関連イベント等を実施した。他機

関との共催として、自然科学学習館との「どうぶつ

サイエンス」や新屋図書館との「『地球が壊れる前

に』上映会」等を実施した。

ホタル生息環 ホタルの生息実態調査等に基づき、市内2地区（山 環境総務課

境保全事業 内、広面）で、地区住民との協働により、水路周辺

の草刈りや植樹、水路への石の投入などホタルの生

息環境を整備した。
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施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

⑤ 自然環境配慮指針により、事 環境配慮行動 秋田市環境基本計画のホームページへの掲載によ 環境総務課

業活動による自然環境への影響 の周知 り、環境配慮行動の周知を図った。

を最小限にとどめます。

⑥ 豊かな生物多様性の象徴であ Ⅰ ホタル生息環 ホタルの生息実態調査等に基づき、市内２地区（山 環境総務課

るホタルの生息状況調査を市民 境保全事業 内、広面）で、地区住民との協働により、水路周辺

参加で行い、生物多様性につい の草刈りや植樹、水路への石の投入などホタルの生

ての意識の醸成を図ります。 息環境を整備した。

施策２ 希少種の保全や外来生物等への対策

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 鳥獣の保護及び管理並びに狩 ホタル生息環 ホタルの生息実態調査等に基づき、市内２地区（山 環境総務課

猟の適正化に関する法律（平成 境保全事業 内、広面）で、地区住民との協働により、水路周辺

14年法律第88号）や絶滅のおそ の草刈りや植樹、水路への石の投入などホタルの生

れのある野生動植物の種の保存 息環境を整備した。

に関する法律（平成４年法律第 希少動物種保 ・仙台市八木山動物公園との間でアフリカゾウの繁 大森山動物

75号）の適正運用により、野生 存事業 殖を目的にメスを相互預託した。 園

生物の保護と生息環境の保全に ・東京都多摩動物公園との間でニホンコウノトリの

努めます。 繁殖を目的にペアを交換した。

・川崎夢見ヶ崎動物公園からマーコールの繁殖を目

的にメスを譲り受けた。

・釧路市動物園からシマフクロウの域外保全を目的

にメスを借り受けた。

・ニホンイヌワシの繁殖を目的に熊本市動植物園へ

オスを貸し出した。

・ニホンイヌワシの生息域外保全を目的に仙台市八

木山動物公園から有精卵を受け入れた。

・ワオキツネザル2頭、レッサーパンダ2頭が繁殖し

生育した。

平成30年度野 秋田県との間で委託業務契約を締結し、保護治療 大森山動物

生傷病鳥獣保 業務として、哺乳類1種1点、鳥類6種13点を受け入 園

護・治療業務 れた。

委託

② 移入種の放逐の禁止等を規定 環境配慮行動 秋田市環境基本計画のホームページへの掲載によ 環境総務課

した外来生物法の適正運用によ の周知 り、環境配慮行動の周知を図った。

り、市民や事業者に対し、生態

系の調和に影響を及ぼす外来生 塩曳潟水生生 平成30年9月29日に募集した市民ボランティア19 大森山動物

物などを持ち込まないよう啓発 物調査 名と塩曳潟の水生生物調査を実施した。 園

に努めます。 平成30年5月9日から10月31日までの間でアメリカ

ザリガニ2,117匹採取し殺処分した。

③ 野生鳥獣による農作物被害や 特別天然記念 農業被害に対して防護網 3,200m、忌避臭袋 69セ 文化振興課

生活環境被害などを防止するた 物カモシカ食 ットを支給した。

め、人と生きものとの共存のた 害対策事業

めの方策を検討していきます。
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(5) 環境分野５ 協働による環境保全の取組

基本目標５ あらゆる主体が協働で環境保全活動に取り組むことで、地域環境が整備された、

人にも地球にもやさしい暮らしの実現

ア 環境教育・環境学習の推進

施策１ 環境学習プログラムの整備と機会の充実

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 市広報、テレビ、インターネ 環境部の依頼により広報あきたへ記事を掲載し 広報広聴課

ットやＳＮＳなどの様々な広報 た。

手段を用いて環境教育・環境学 （主な記事）

習に関する啓発を行います。 ・5月18日号 環境展開催のお知らせ

・6月1日号 環境月間の啓発記事

・7月20日号 水切り月間の啓発記事

・10月5日号 ３R推進月間の特集記事

環境部の依頼により４つの番組を作成した。

環境部のFacebookの記事をシェアした。

ホームページ、広報、ツイッター、フェイスブッ 環境総務課

ク等を通じた情報提供の充実に努めた（環境部各課

所）。

② 市民向けの環境教室や事業者 環境教室の開 市民向けの環境教室を計５回開催した。 環境総務課

向けの環境セミナーなどを開催 催 ・6月29日 ホタル観察会 参加者26人

します。 ・6月30日 ホタル観察会 参加者29人

・8月8日 みなとの水質調査 参加者18人

・12月1日 森のクラフト 参加者19人

・2月9日 エネルギーを体験しよう 参加者20人

事業者向けの 省エネ説明会を実施した（一部秋田県、あきた省 環境総務課

省エネ対策等 エネプラットフォーム共催）。

に関する説明 ・参加者 156社200人

会

③ 小中学校や高等教育機関、関 環境学習サポ 小中学校等へ講師を派遣し、環境講座を実施した。環境総務課

係行政機関などとの連携によ ート事業 ・派遣数 30回

り、小中学校における学習プロ ・受講者 1,434人

グラムの中に環境教育を導入

し、その推進に努めるとともに、

環境教育・環境学習のあり方に

ついて検討します。

④ 体験学習や自然観察会の実施 夏休み子ども 環境部と共催で夏休み中の親子を対象に、ゴミ減 生涯学習室

など、四季折々の自然に親しむ 講座 量のおはなし、環境に関連する本の紹介、マイバッ （中央図書

機会の充実を図るとともに、環 グを作る講座を開催した。 館明徳館）

境教育・環境学習につなげる機 ・参加者 中央図書館明徳館（23人）、土崎図書

会・プログラムの充実を図りま 館（24人）、新屋図書館（18人）、河辺分館

す。 （21人） 計 86人

自然環境体験 市内の豊かな自然を活用した体験教室や自然観察 環境総務課

活動促進事業 会等を実施するNPOなどの民間団体へ交付金を交付

した。

・交付団体数 7団体

・参 加 者 906人

環境教室の開 市民向けの環境教室を計５回開催した。 環境総務課

催 ・6月29日 ホタル観察会 参加者26人

・6月30日 ホタル観察会 参加者29人

・8月8日 みなとの水質調査 参加者18人

・12月1日 森のクラフト 参加者19人

・2月9日 エネルギーを体験しよう 参加者20人
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施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

⑤ 環境展などの各種イベントを 環境展の開催 6月の環境月間に合わせて、環境保全に関する関 環境総務課

通じて、市民の環境に対する関 心を高めるため環境展を開催した。

心を喚起します。 ・開催日 6月2日（土）

・会 場 アゴラ広場および大屋根下

⑥ 子どもたちの地域におけるリ Ⅰ こどもエコク 幼児（３歳）から高校生までなら誰でも参加でき 環境総務課

サイクル活動や、クリーンアッ ラブ る環境活動のクラブである「こどもエコクラブ」に

プ活動など、地域の環境保全活 ついてホームページで周知した。

動への参加する機会の充実を図

ります。

⑦ 雪国ならではの体験学習など 環境教室の開 環境教室「森のクラフト」を開催した。 環境総務課

を開催し、雪との関わりを前向 催 ・開催日 12月1日（土）

きに捉える機会を設けます。 ・参加者 19人

施策２ 情報の収集と提供

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 市民が日常生活において実践 あきエコどん あきエコどんどんプロジェクトを運用した（通 環境総務課

することのできる環境保全活動 どんプロジェ 年）。

に関する各種情報の提供を行い クト事業 ・登録者数 2,742人

ます。 ・アクション数 29,853回

② 図書館など公共施設における 共催で資料展 環境部と共催で、中央図書館明徳館において資料 生涯学習室

環境に関する資料の整備を推進 示 展示を行った。 （中央図書

します。 ・５月「緑のカーテン」 館明徳館）

展示内容 あさがおの種、ゴーヤの種、カーテ

ン応募チラシ、園芸関連図書、写真撮影関連

図書

・６月「テレビを消して」

展示内容 環境部作成チラシ、関連図書

・12月「地球温暖化防止」

展示内容 環境部作成チラシ、関連図書

③ 教育関係機関と連携し、環境 小学生用環境 小学四年生を対象に、「わたしたちのくらしとか 環境総務課

教育・環境学習のための教材の 学習副読本 んきょう」を作成し、市内の小学校等48校へ合計

整備を行うとともに、インター 2,639冊を配布した。

ネットの活用や印刷物などによ

り環境情報の提供に努めます。

④ 環境情報の全庁的活用や事業 ホームページ、広報、ツイッター、フェイスブッ 環境総務課

者および市民への公開などによ ク等を通じた情報提供の充実に努めた（環境部各課

り、環境情報の共有化を図り効 所）。

果的な環境対策を推進します。
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イ 自主的な環境保全活動の促進と協働による取組の推進

施策１ 環境に配慮した自主的な活動の促進

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 事業活動における環境保全行 ホームページ、広報、ツイッター、フェイスブッ 環境総務課

動に関する情報提供を行いま ク等を通じた情報提供の充実に努めた（環境部各課

す。 所）。

② 事業者が行う環境保全活動を ホームページ、広報、ツイッター、フェイスブッ 環境総務課

把握し、情報提供等を行います。 ク等を通じた情報提供の充実に努めた（環境部各課

所）。

③ 市自らが、環境配慮に向けて、 秋田市役所環 エコあきた行動計画に基づき、市の事務事業に伴 環境総務課

事業者の環境配慮を促進するよ 境配慮行動計 う温室効果ガス排出量の削減に努めた。

う取組みます。 画 ・平成30年度の排出量 102,909t-CO２

（平成25年度比 20.6％削減）

④ 公共事業や各種開発事業、土 開発行為事前 秋田市自然環境保全条例第18条第2項にかかるみ 環境総務課

地利用の変更などに際して、自 協議への対応 なし届である秋田市宅地開発に関する条例第7条第1

然環境配慮指針等との整合性を 項の協議に対応した。

チェックし、適切な助言・指導 ・件数 10件

を行います。

⑤ 環境影響評価法（平成９年法 環境影響評価 環境影響評価法に基づき事業者から送付を受けた 環境保全課

律第81号）および秋田県環境影 に係る手続 書類（配慮書、方法書、準備書および要約書）につ

響評価条例（平成12年秋田県条 いて、環境の保全の見地から意見を提出するととも

例第137号）に基づいて適切に に、事業者からの依頼に応じ、関係地域における庁

対応します。 舎内において書類（配慮書、方法書、準備書、評価

書および要約書）の縦覧の実施に協力した。

・市長意見の提出 5件

・縦覧の実施 3件

⑥ 大規模小売店舗立地法（平成 大規模小売店 大規模小売店舗立地法に基づく届出に対し、当該 商工貿易振

10年法律第91号）に基づき周辺 舗立地法に基 店舗の周辺の地域の生活環境の保持の観点から意見 興課

地域の生活環境の保全のための づく周辺環境 の有無を通知した。

措置や、廃棄物の減量化および 配慮 ・法第5条第1項（新設の届出）1件「意見なし」

リサイクルの推進など適切な対 ・法第6条第2項（変更の届出）1件「意見なし」

応を図ります。 （大規模小売店舗の施設の配置に関する事項、

大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事

項）

大規模小売店 平成30年度は、同法に基づく届出が３件あり、大 環境都市推

舗の環境への 規模小売店舗に設置する廃棄物保管施設の面積が国 進課

配慮事項等の で示している指針を満たしているかどうか、また、

確認 廃棄物の減量やリサイクルの取組について確認し

た。
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施策２ 連携した各主体の協働による環境保全活動の推進

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 町内会やＮＰＯなどが行う環 Ⅰ 自然環境保全 秋田市自然環境保全条例第14条に規定する、自然 環境総務課

境保全活動への支援を行いま 市民活動計画 環境保全市民活動計画の認定団体へ対し、活動の支

す。 援を行った。

不法投棄ゼロ 不法投棄ゼロ宣言事業を13地区で実施した。 廃棄物対策

宣言事業 ・実施地区 金足片田、下新城岩城、上新城道川、課

山内松原、太平野田、添川、上北手大山田、

上北手寺村、下浜名ヶ沢、河辺戸島、河辺杉

沢、雄和平尾鳥、雄和女米木

・のぼり旗を40枚提供した。(７地区)

地域愛形成事 下浜駅前公衆トイレの適切な維持管理のため、地 西部市民サ

業 域団体が実施する清掃および周辺の美化活動を支援 ービスセン

した。 ター

・平成30年度支出額 259,200円

太平川の桜まつり（観桜会）実施における会場設 南部市民サ

営やイベント実施等にかかる経費について、太平川 ービスセン

観桜実行委員会に対し、開催事業費を補助した。 ター

地域愛形成事 ぽかぽかオレンジロード愛護会に対して、市道仁 南部市民サ

業 井田緑地町4号線周辺の除草、樹木の枝払いおよび ービスセン

不法投棄の処理等の委託を行った。 ター

地域愛形成事 ごりらクラブに対して、秋田市御所野地蔵田二丁 南部市民サ

業 目周辺の市道の除草、樹木の枝払いおよび不法投棄 ービスセン

の処理等の委託を行った。 ター

地域愛形成事 新都市大通線御所野、下堤一丁目街路樹愛護会に 南部市民サ

業 対して、秋田市御所野下堤一丁目周辺の市道の除草、ービスセン

樹木の枝払いおよび不法投棄の処理等の委託を行っ ター

た。

地域愛形成事 御所野連合町内会に対して、秋田市御所野元町二 南部市民サ

業 丁目周辺の市道の除草、樹木の枝払いおよび不法投 ービスセン

棄の処理等の委託を行った。 ター

地域愛形成事 御所野元町五・六丁目緑を楽しむ会に対して、秋 南部市民サ

業 田市御所野元町五、六丁目周辺の市道の除草、樹木 ービスセン

の枝払いおよび不法投棄の処理等の委託を行った。 ター

地域愛形成事 元町七丁目けんじんクラブに対して、秋田市御所 南部市民サ

業 野元町七丁目周辺の市道の除草、樹木の枝払いおよ ービスセン

び不法投棄の処理等の委託を行った。 ター

地域愛形成事 山手台団地美化推進愛護会に対して、市道山手台 南部市民サ

業 1号線ほか周辺道路の除草、樹木の枝払いおよび不 ービスセン

法投棄の処理等の委託を行った。 ター

地域愛形成事 御所野元町七丁目町内会に対して、新都市環状線 南部市民サ

業 周辺の歩道の除草、樹木の枝払いおよび不法投棄の ービスセン

処理等の委託を行った。 ター

地域愛形成事 四ツ小屋地区振興会に対して、秋田市四ツ小屋駅 南部市民サ

業 公衆トイレの清掃、維持管理およびくみ取り業者へ ービスセン

の手配等の委託を行った。 ター
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施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

② 環境保全活動を実践する市民 Ⅰ 不法投棄監視 不法投棄監視員の各監視地区の不法投棄等の情報 廃棄物対策

等の交流および情報交換を推進 員連絡会 について、意見交換を実施した。 課

します。 ・実施日 8月30日（木）

・参加者 不法投棄監視員30人

③ 市民参加による身近な生きも Ⅰ 全市一斉清掃 全町内会へ環境美化活動の実施を呼びかけた。 環境総務課

のの調査や、地域におけるリサ ・実施日 4月15日（日）

イクル活動、クリーンアップ活

動など、市民等との協働による

環境保全活動の支援充実を図り

ます。

④ 関係する地方公共団体、市民 Ⅰ 雄物川水系水 国、県および秋田市を含む流域８市町村で構成す 環境保全課

団体、企業等が連携し、協働し 質汚濁対策連 る雄物川水系水質汚濁対策連絡協議会では、雄物川

て環境保全活動を推進します。 絡協議会 の環境美化や環境保全を図るため、流域一斉のクリ

ーンアップの実施や油流出事故等に関する情報を共

有するため、連絡体制の整備・強化を図っている。

雄物川流域一斉清掃の実施

・実施日 7月22日（日）

・場 所 雄物川右岸

雄物川水系水質事故緊急措置演習の実施

（油類流出事故を想定）

・実施日 11月21日（水）

・場 所 秋田市仁井田字柳林地内

（秋田南大橋上流右岸、古川排水樋門付近）

⑤ 市、事業者および市民が協働 Ⅰ ホタル生息環 ホタルの生息実態調査等に基づき、市内２地区（山 環境総務課

して、効率的に環境保全活動を 境保全事業 内、広面）で、地区住民との協働により、水路周辺

実施していくためのネットワー の草刈りや植樹、水路への石の投入などホタルの生

クづくりを推進します。 息環境を整備した。
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ウ 地域に根ざした環境共生スタイルの推進

施策１ 地域の環境特性をいかした魅力の発信

施策の内容
分野

取組・事業名 平成30年度の取組実績 課所室
横断

① 森林や農地、河川、海岸など 河川環境整備 準用河川宝川ほか5河川 道路建設課

市内の多様な自然環境を、貴重 事業 ・護岸整備、河道の浚せつ 延長 5,040ｍ

な資源として保全し、持続的な

活用を図っていくために、地域

の特性に応じた環境施策を推進

します。

② 風力、木質バイオマス等の再 Ⅲ 自然環境体験 市内の豊かな自然を活用した体験教室や自然観察 環境総務課

生可能エネルギーの普及や、自 Ⅳ 活動促進事業 会等を実施する7団体へ交付金を交付し、自然環境

然を保全し、ふれあう仕組みづ を保全する意識の普及啓発を図った。

くりなどを通じて、環境と共生 ・参加者延べ 906人

する心豊かな暮らし方を本市の

魅力として広く内外に発信して

いきます。

③ 市内の多様な再生可能エネル Ⅱ 次世代エネル 見学団体 59団体 環境総務課

ギー施設を「あきた次世代エネ Ⅳ ギーパーク 見学者 1,008人

ルギーパーク」としてＰＲし、

見学してもらうことで環境意識

の醸成を図り、住宅用太陽光発

電設備やペレットストーブなど

の普及拡大につなげます。

④ 豊かな自然の象徴であるホタ Ⅲ ホタル生息環 ホタルの生息実態調査等に基づき、市内2地区（山 環境総務課

ルの保全活動を通じて、市民の 境保全事業 内、広面）で、地区住民との協働により、水路周辺

環境保全意識の醸成を図るとと の草刈りや植樹、水路への石の投入などホタルの生

もに、人と豊かな自然が共生す 息環境を整備した。

る秋田市の魅力のＰＲに努めま

す。
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